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(1) 連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

    ２．第２期及び第３期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株

式が存在しないため記載しておりません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第１期 第２期 第３期 第４期 第５期 

決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 

売上高（百万円）  338,302  313,856  323,173  327,417  337,834

経常利益（百万円）  23,604  15,719  12,625  15,393  17,440

当期純利益（百万円）  9,406  7,659  5,985  2,135  5,868

包括利益（百万円）  －  －  6,221  1,860  9,343

純資産額（百万円）  146,216  155,075  151,110  150,965  158,159

総資産額（百万円）  295,327  313,077  301,076  310,003  302,302

１株当たり純資産額（円）  1,541.17  1,602.77  1,636.56  1,636.72  1,714.88

１株当たり当期純利益金額

（円） 
 110.74  89.25  68.19  24.33  66.86

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円） 
 110.72  －  －  24.33  66.83

自己資本比率（％）  44.4  44.2  47.7  46.3  49.8

自己資本利益率（％）  7.4  5.5  4.2  1.5  3.9

株価収益率（倍）  10.2  12.8  12.8  39.8  18.6

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
 34,311  31,400  27,236  23,658  21,515

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
 △20,079  △25,726  △18,957  △15,158  △14,391

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
 △6,877  6,139  △18,755  △4,230  △19,883

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円） 
 35,104  46,987  36,492  41,119  28,433

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数）

（人） 

 

 

15,259

(2,402)

 

 

20,476

(2,494)

 

( ) 

20,831

2,512

 

 

20,347

(2,453)

 

 

19,553

(2,621)
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(2) 提出会社の経営指標等 

 （注）１．営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

    ２．第１期の１株当たり配当額には、記念配当５円を含んでおります。 

    ３．第２期及び第３期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株

式が存在しないため記載しておりません。 

    ４．第４期及び第５期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。 

  

回次 第１期 第２期 第３期 第４期 第５期 

決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 

営業収益（百万円）  4,647  4,687  4,960  3,992  3,874

経常利益（百万円）  3,014  2,935  3,019  2,681  2,634

当期純利益（百万円）  3,263  2,879  2,958  2,187  2,241

資本金（百万円）  10,000  10,001  10,001  10,001  10,001

発行済株式総数（千株）  86,372  86,373  87,789  87,789  87,789

純資産額（百万円）  139,190  138,268  140,003  140,434  138,971

総資産額（百万円）  139,417  157,999  162,664  164,358  163,708

１株当たり純資産額（円）  1,611.69  1,601.03  1,595.05  1,599.99  1,583.36

１株当たり配当額 

（うち１株当たり中間配当

額）（円） 

 

( ) 

32.00

－

 

 

32.00

(12.00)

 

 

32.00

(12.00)

 

( ) 

18.00

－

 

 

21.00

(7.00)

１株当たり当期純利益金額

（円） 
 37.78  33.33  33.71  24.93  25.54

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円） 
 37.78  －  －  －  －

自己資本比率（％）  99.8  87.5  86.1  85.4  84.9

自己資本利益率（％）  2.4  2.1  2.1  1.6  1.6

株価収益率（倍）  30.0  34.1  25.8  38.8  48.7

配当性向（％）  84.7  96.0  94.9  72.2  82.2

従業員数（人）  59  61  56  39  36
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２【沿革】

年月 概要 

平成19年12月 ＴＩＳ株式会社と株式会社インテックホールディングス（以下、「両社」という。）が株主総会の

承認を前提として、株式移転により両社の完全親会社となる共同持株会社を設立し、経営統合する

ことにつき、各取締役会において決議の上、基本合意。 

平成20年４月 両社が共同株式移転の方法により、当社を設立。 

当社の普通株式を東京証券取引所市場第一部に上場。 

平成20年10月 ＴＩＳ株式会社の保有する子会社９社（株式会社ユーフィット、株式会社アグレックス、クオリカ

株式会社、ＡＪＳ株式会社、株式会社エス・イー・ラボ、ＴＩＳトータルサービス株式会社、ＴＩ

Ｓリース株式会社、ＢＭコンサルタンツ株式会社、ＴＩＳソリューションビジネス株式会社）の全

株式について、当社を承継会社とする吸収分割を実施。上記９社を当社の直接の子会社とする。 

平成21年３月 株式会社エス・イー・ラボの完全子会社化のため、同社株券等に対する公開買付けを通じ、同社に

対する議決権所有割合を51.0％（間接保有を含む。）から94.0％とする。 

平成21年４月 グループ各社のバックオフィス業務のシェアードサービスを提供する子会社「ＩＴサービスフォー

ス株式会社」を設立。 

平成21年６月 株式会社エス・イー・ラボの完全子会社化が完了。 

平成21年７月 株式会社エス・イー・ラボとＴＩＳソリューションビジネス株式会社が経営統合し、「ネオアクシ

ス株式会社」を設立。 

平成21年10月 株式会社インテックが株式会社インテックホールディングスを吸収合併。 

平成21年12月 「ソラン株式会社」を完全子会社化し経営統合するため、同社株式に対する公開買付けを通じ、子

会社化（議決権所有割合91.5％）。 

平成22年４月 ソラン株式会社の完全子会社化が完了。 

株式会社インテックの保有する子会社２社（株式会社アイ・ユー・ケイ、中央システム株式会社）

の全株式について、当社を承継会社とする吸収分割を実施。上記２社を当社の直接の子会社とす

る。 

当社の保有するＴＩＳトータルサービス株式会社の全株式について、ＴＩＳ株式会社を承継会社と

する吸収分割を実施。ＴＩＳトータルサービス株式会社をＴＩＳ株式会社の子会社とする。 

平成23年２月 株式会社ユーフィットを完全子会社化。 

平成23年４月 ＴＩＳ株式会社（存続会社）、ソラン株式会社、株式会社ユーフィットの３社が合併。 

平成24年２月 東京本社を新宿区西新宿に移転するとともに、当社を含むグループ会社計９社の東京地区の事業拠

点を同所に集約。 

平成24年10月 当社の保有する株式会社アイ・ユー・ケイの全株式について、株式会社インテックを承継会社とす

る吸収分割を実施。株式会社アイ・ユー・ケイを株式会社インテックの子会社とする。 

平成25年１月 当社の保有するＢＭコンサルタンツ株式会社の全株式について、ＴＩＳ株式会社を承継会社とする

吸収分割を実施。ＢＭコンサルタンツ株式会社をＴＩＳ株式会社の子会社とするとともに「ＴＩＳ

ビジネスコンサルタンツ株式会社」に商号変更。 
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当社グループは、当社及び連結子会社43社及び持分法適用会社10社で構成されています。主な業務は、情報化投

資に関わるアウトソーシング業務・クラウドサービス、ソフトウェア開発、ソリューションの提供であり、これらの

業務に関連するリース業、コンサルティング業などの業務も行っております。また、不動産賃貸・管理事業など付帯

関連する業務についてもサービスを提供しております。 

純粋持株会社である当社は、情報通信事業等を営むグループ会社の業務遂行の支援及び経営管理を行っておりま

す。 

当社グループの事業内容及び当社と連結子会社及び持分法適用会社の当該事業に係る位置づけは次のとおりであ

ります。 

なお、ITインフラストラクチャーサービス、金融ITサービス、産業ITサービスは、「第５ 経理の状況 １ 連

結財務諸表 （１）連結財務諸表 注記事項」に掲げる報告セグメントの区分と同一であります。 

  

(1) ITインフラストラクチャーサービス 

データセンター等の大型IT設備を用いて、自社の管理のもとにコンピュータユーティリティあるいは運用サービ

スを提供しております。 

〔主な連結子会社〕 

ＴＩＳ㈱、㈱インテック、㈱アグレックス、クオリカ㈱、ＡＪＳ㈱、ネオアクシス㈱ 

(2) 金融ITサービス 

金融業界に特化したビジネスノウハウとITをベースとして、業務のIT化及びITによる業務運営を支援しておりま

す。 

〔主な連結子会社〕 

ＴＩＳ㈱、㈱インテック、㈱アグレックス 

(3) 産業ITサービス 

金融業界以外（産業分野及び公共分野）のビジネスノウハウとITをベースとして、業務のIT化及びITによる業務

運営を支援しております。  

〔主な連結子会社〕 

ＴＩＳ㈱、㈱インテック、㈱アグレックス、クオリカ㈱、ＡＪＳ㈱、ネオアクシス㈱、中央システム㈱ 

(4) その他 

  上記の報告セグメントには含めていない、リース事業、不動産賃貸・管理事業などを提供する子会社等があり

ます。 

〔主な連結子会社〕 

ＴＩＳリース㈱、ITサービスフォース㈱ 

  

３【事業の内容】
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以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 
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（１）連結子会社 

４【関係会社の状況】

名称 住所 

資本金又は

出資金 

（百万円） 

主要な事業の内容 

議決権の所有

割合又は被所

有割合(％) 

関係内容 

ＴＩＳ(株) 

(注)4, 5 
東京都新宿区 23,110

アウトソーシングサ

ービス、ソフトウェ

ア開発、ソリューシ

ョンサービス 

 100.0

事務所を当社より賃借して

おります。 

グループ経営に関する契約

を締結しています。 

役員の兼任あり 

(株)インテック 

(注)4, 5 
富山県富山市  20,830

ソフトウェア、シス

テムインテグレーシ

ョン、ネットワー

ク、アウトソーシン

グ、ＩＴコンサルテ

ィング 

100.0

グループ経営に関する契約

を締結しています。 

役員の兼任あり 

(株)アグレック

ス 

(注)3, 5 

東京都新宿区  1,292

ビジネスプロセスア

ウトソーシング、ソ

フトウェアソリュー

ション、システムイ

ンテグレーション 

50.7 役員の兼任あり 

クオリカ(株) 

(注)5  
東京都新宿区 1,234

ソフトウェア開発、

運用・サービス、コ

ンピュータ機器販売 

80.0

事務所を当社より賃借して

おります。 

役員の兼任あり 

ＡＪＳ(株) 東京都新宿区 800

ソフトウェア開発、

運用・サービス、コ

ンピュータ機器販売 

51.0

事務所を当社より賃借して

おります。 

役員の兼任あり 

ＩＴサービスフ

ォース(株)  
東京都中央区  100

総務、会計・経理、

調達・購買、人事管

理及び労務管理に関

する業務の受託等 

 100.0

総務、経理業務等を当社よ

り受託しています。 

役員の兼任あり 

(株)アイ・ユ

ー・ケイ 

(注)1, 2-1 

東京都新宿区 213

ハードウェア及びソ

フトウェアの販売・

ユースウェアサービ

スの提供 

 100.0

(100.0)

事務所を当社より賃借して

おります。 

役員の兼任あり 

(株)インテック 

ソリューション 

パワー 

(注)1 

東京都渋谷区  253

ソフトウェア開発、

コンピュータシステ

ムの運用管理、一般

労働者派遣 

 100.0

(100.0)
  

中央システム

(株) 
東京都新宿区  73

業務アプリケーショ

ン開発・運用管理ソ

リューション 

 95.7

事務所を当社より賃借して

おります。 

グループ経営に関する契約

を締結しています。 

役員の兼任あり 

ＴＩＳソリュー

ションリンク

(株) 

(注)1 

東京都新宿区  230

ソフトウェア開発、

オペレーションシス

テム 

 100.0

(100.0)
  

ＴＩＳビジネス

コンサルタンツ

(株) 

(注)1, 2-2 

東京都新宿区  450
コンサルティングサ

ービス 

 100.0

(100.0)

事務所を当社より賃借して

おります。 
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（注）１ 子会社の議決権に対する所有割合欄の（ ）内は間接所有割合で内数となっております。 

２ 当連結会計期間における主な異動状況は以下のとおりとなっております。 

2-1 平成24年7月31日開催の取締役会において、平成24年10月1日を期して、株式会社アイ・ユー・ケイの当社

子会社管理事業の一部を当社子会社である株式会社インテックへ会社分割（吸収分割）により承継するこ

とを決議し、平成24年10月1日付にて実施いたしました。 

2-2 平成24年10月31日開催の取締役会において、平成25年1月1日を期して、ＢＭコンサルタンツ株式会社の当

社子会社管理事業の一部を当社子会社であるＴＩＳ株式会社へ会社分割（吸収分割）により承継すること

を決議し、平成25年1月1日付にて実施するとともに、平成25年1月4日付にて社名をＴＩＳビジネスコンサ

ルタンツ株式会社に変更しております。 

３ 有価証券報告書の提出会社であります。 

４ ＴＩＳ㈱、㈱インテックについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める

割合が10%を超えております。主な損益状況は以下のとおりです。 

 ＴＩＳ㈱    ①売上高     148,394百万円    ④純資産額 90,886百万円 

          ②経常利益    10,029百万円    ⑤総資産額 139,666百万円 

          ③当期純利益   3,535百万円 

  

 ㈱インテック    ①売上高      93,638百万円    ④純資産額 59,295百万円 

          ②経常利益    3,125百万円    ⑤総資産額 113,725百万円 

          ③当期純利益   1,917百万円 

５ 特定子会社に該当しております。 

名称 住所 

資本金又は

出資金 

（百万円） 

主要な事業の内容 

議決権の所有

割合又は被所

有割合(％) 

関係内容 

ＴＩＳリース

(株) 

(注)1 

東京都新宿区  460 ＯＡ機器等のリース 
 100.0

(1.4)

事務所を当社より賃借して

おります。 

ＯＡ機器等を当社に賃貸し

ています。 

役員の兼任あり 

ネオアクシス

(株) 
東京都江東区  100

ソフト開発・販売及

び保守、機器販売、

一般労働派遣 

 100.0
グループ経営に関する契約

を締結しています。 

(株)ネクスウェ

イ 

(注)1  

東京都港区  300
情報通信提供サービ

ス 

 100.0

(100.0)
  

(株)ファースト

マネージ 

(注)1 

東京都中央区  100
ソフトウェア開発、

情報処理サービス 

 94.3

(94.3)
  

天津堤愛斯海泰

信息系統有限公

司 

(注)1, 5 

中国・天津市 
 

百万米ドル 

16
アウトソーシング・

ネットワークサービ

ス 

 60.0

(60.0)
  

ソランピュア

(株) 
東京都新宿区  30 清掃業  100.0

事務所を当社より賃借して

おります。 

役員の兼任あり 

その他26社  
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（２）持分法適用会社 

  

（注）１ 関連会社の議決権に対する所有割合欄の( )内は間接所有割合で内数となっております。 

２ 関連会社の議決権に対する所有割合欄の[ ]内は緊密な者の所有割合で外数となっております。 

３ 議決権の所有割合は100分の20未満ではありますが、実質的な影響力を持っているため関係会社としたもの

であります。 

４ 有価証券報告提出会社となります。 

  

名称 住所 
資本金 

（百万円） 
主要な事業の内容 

議決権の所有

割合又は被所

有割合(％) 

関係内容 

（持分法適用非連結子会社） 

(株)マイテック 

(注)1 

富山県 

富山市 
80

電子部品（メンブレンス

イッチ・タッチパネル）

製造 

 80.0

(80.0)
  

（持分法適用関連会社） 

ネットイヤーグループ(株) 

(注)1, 4  

東京都 

渋谷区 
528 システム関連サービス 

 32.0

(32.0)
  

(株)プラネット 

(注)1, 2, 3, 4  

東京都 

港区 
436 化粧品・日用品業界VAN 

 0.1

(0.1)

[16.0]

  

その他 7社     
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（１）連結会社の状況 

（注）１．従業員数は就業人員数であります。 

      なお、当社グループは、顧客のニーズに応じた情報システムの企画からソフトウェアの開発、ハードウェア

の選定及びこうしたシステムの運用など、情報サービスの総合的な提供を事業内容としており、不可分の営業

形態でありますので、従業員を事業区分に関連付けて記載しておりません。 

   ２．従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

         

（２）提供会社の状況 

（注）１．従業員数は就業人員数であります。 

   ２．平均勤続年数の算定にあたっては、ＴＩＳ株式会社または株式会社インテック等から 

出向により当社で就業している従業員は、各社における勤続年数を通算しております。 

  

（３）労働組合の状況 

   当社及び連結子会社における労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  

５【従業員の状況】

平成25年３月31日現在

従業員数（人） 

     19,553 (2,621)

  平成25年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与（千円） 

 36 歳 カ月 47 2 年 カ月 18 2  8,263
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(1)業績 

当連結会計年度における我が国経済は、年度当初は欧州債務危機をはじめとする海外経済情勢への懸念等から先

行き不透明感が強く見られましたが、年度後半においては、昨年末の政権交代に伴う大胆な経済・金融対策への期

待もあり、円安・株高が進む中、景気拡大への機運が徐々に高まってきています。こうした動きを受け、情報サー

ビス産業でも、顧客のＩＴ投資に対する姿勢に改善の傾向が見られるようになりました。 

このような状況の中、当社グループにおいては、一部の製造業顧客等で投資を手控える動きもありましたが、全

般的な顧客のＩＴ投資を再開する動きを受け、売上高・利益とも堅調に推移しました。 

当社グループの当連結会計年度の業績は、売上高 百万円(前期比 ％増)、営業利益 百万円（同

％増）、経常利益 百万円（同 ％増）、当期純利益 百万円（同 ％増）となりました。 

売上高については、産業ＩＴサービスが牽引したほか、金融ＩＴサービスも緩やかに回復したことから前期比増

収となりました。利益面については増収効果や生産性向上等に加え、前期に実施したオフィス移転・集約や事業会

社間の再編効果が発現したこと等から、前期に比べ大幅に改善しました。 

  

セグメント別の状況は以下のとおりです。 

  

①ＩＴインフラストラクチャーサービス 

当連結会計年度の売上高は112,666百万円（前期比1.2％増）、営業利益は7,101百万円（同11.8％減）とな

りました。売上高はデータセンター事業における大口顧客の利用開始等もあり、緩やかに増加したものの、営

業利益は同事業への需要増加に対応した先行投資や電力料値上げの影響等により前期を下回りました。 

  

②金融ＩＴサービス 

当連結会計年度の売上高は71,499百万円（前期比2.0％増）、営業利益は6,021百万円（同32.8％増）となり

ました。主要顧客のクレジットカード会社におけるＩＴ投資再開の動きが牽引するとともに、コスト削減効果

等により増収増益となりました。 

  

③産業ＩＴサービス 

当連結会計年度の売上高は155,689百万円（前期比4.2％増）、営業利益は4,992百万円（同87.8％増）とな

りました。製造業大手顧客向けの大型開発案件が牽引するとともに、コスト削減効果等により増収増益となり

ました。 

  

④その他 

当連結会計年度の売上高は16,232百万円（前期比0.0％減）、営業利益は2,153百万円（同5.4％減）となり

ました。 

  

当社グループは事業展開にあたり、既存事業の強化を図るとともに、サービス化・グローバル化といった時流を

的確に捉えながら、新しいサービスについても果敢に取り組んでいます。国内3地域（首都圏・北陸・関西）のデ

ータセンターの接続を通じた実用サービスとしては国内初の企業向け高可用型広域仮想クラウドサービス「EINS 

WAVE」の提供に加え、グローバル化の進む企業のアジア展開をＩＴインフラ面からトータルでサポートする「アジ

アマルチプラットフォームサービス」の提供を開始しました。 

また、関西エリアにおける需要増を受けて大阪に新データセンターの構築を進めるとともに、ソフトバンクテレ

コム株式会社とデータセンターサービスにおいて協業し、同社グループのプサンデータセンターをＤＲ／ＢＲ（デ

ィザスタリカバリ／バックアップリカバリ）サービスの一部として提供することを開始しています。 

企業のマーケティング活動において重要性が増しているビッグデータ関連のビジネス展開においては、ビッグデ

ータ解析プラットフォーム「C-Finder」を株式会社オプト、株式会社数理システムと共同開発することとしたほ

か、ビッグデータ活用等にあたって重要な要素となりつつあるＩＴシステムのパフォーマンスを、ＩＴシステム構

築前に実機利用を通じて検証し、企業の効果的なＩＴ戦略を支援する「TIS Enterprise Architecture 

Laboratory」を開設しました。また、スマートフォンの急速な普及に伴って拡大の見込まれるO2O（Online to 

Offline）関連のビジネス展開においては、スマートフォンの内蔵センサーとマイクを活用した世界初のハイブリ

ッド方式による独自の屋内位置推定技術を開発し、活用に向けた実証実験やプロモーションを推進しています。 

第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

337,834 3.2 18,171

16.3 17,440 13.3 5,868 174.9
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このような中、当社グループの提供するクラウド対応生産管理システム「AToMsQube」が、独創性が高くグロー

バル化にいち早く対応し一定の成果を上げたことを評価され、一般社団法人情報サービス産業協会から「JISA 

Awards 2013」を受賞しました。また次世代オフィス「Thin Office」が生産性向上に向けたＩＴ環境の実現を評価

され、社団法人企業情報化協会から「平成24年度IT賞（フロンティア賞）」を受賞しました。 

一方で、当社グループは、顧客の海外進出に合わせてグローバル化についても推進しています。これまでの中国

を中心とする事業展開に加えて、ＡＳＥＡＮ地域への展開を加速させています。シンガポールの子会社の体制を強

化し、ビジネス基盤の確立を目指すとともに、グローバルＢＰＯ（ビジネスプロセスアウトソーシング）事業を展

開するにあたり、ベトナムにおける民間最大手ＩＴ企業であり、従来から当社グループと親しい関係にあるFPTグ

ループとの間で合弁会社「F-AGREX（仮称）」の設立について基本合意しました。 

  

当社グループは、今後の成長に向けた体制を整備するため、グループフォーメーションの再編を順次実施し、コ

ア事業への集中とビジネスモデル毎の集約を推進しています。 

ＴＩＳ株式会社では、成長戦略推進のため、同社傘下にＴＩＳビジネスコンサルタンツ株式会社（ＢＭコンサル

タンツ株式会社から社名変更）を加えて事業ポートフォリオを拡充し、グループで上流から全領域をカバーできる

体制を整備するとともに顧客常駐型オンサイトサービス事業をＴＩＳソリューションリンク株式会社へ移管し、機

能集約を図りました。株式会社インテックでは、事業連携の強化と経営効率化のため、同社傘下に株式会社アイ・

ユー・ケイを加え、株式会社スカイインテックと株式会社インテックアメニティを合併させました。またＡＪＳ株

式会社では、選択と集中の観点から、放射線部門システム事業及び同社子会社でアパレルＣＡＤ事業を行うＡＧＭ

Ｓ株式会社をグループ外へ譲渡しました。 

その他、グループ一体運営の視点でＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）一体運用検討プロジェク

ト、連結納税制度検討プロジェクト、ブランド委員会を順次設置して積極的に活動を重ねているほか、「IT 

Holdings Group College」の活動開始、海外税務リスク低減を目的とした国際税制に関するグループ内情報共有の

活発化等、中期経営計画の基本コンセプト「as One Company」に向けた施策を鋭意展開しています。 

   

(2)キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べて 百

万円減少し、当連結会計年度末には 百万円となりました。  

  

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果、得られた資金は 百万円となりました。これは主に、税金等調整前当期純利益

百万円に、資金の増加として、減価償却費 百万円などがあった一方、資金の減少として、売上債権の増

加 百万円、法人税等の支払額 百万円などがあったことによるものです。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

投資活動の結果、使用した資金は 百万円となりました。これは主に、資金の増加として、敷金及び保

証金の回収による収入 百万円などがあった一方で、資金の減少として、有形固定資産の取得による支出

百万円、有価証券の取得による支出 百万円、無形固定資産の取得による支出 百万円などがあ

ったことによるものです。  

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

財務活動の結果、使用した資金は 百万円となりました。これは主に、資金の増加として、長期借入れ

による収入 百万円などがあった一方で、資金の減少として、長期借入金の返済による支出 百万

円、短期借入金の純減少額 百万円などがあったことによるものです。 

  

12,685

28,433

21,515 11,185

12,920

4,088 4,180

14,391

2,263

7,454 5,600 4,149

19,883

12,500 24,294

4,053
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(1）生産実績 

 当連結会計年度の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりです。 

 なお、アウトソーシング・ネットワーク及びソフトウェア開発についてのみ記載しております。 

（注）金額は販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）受注状況 

当連結会計年度における受注状況は、次のとおりであります。  

（注）１．ＩＴインフラストラクチャーサービスは継続業務でありますので、金融ＩＴサービス、  

産業ＩＴサービスについてのみ記載しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

       

(3）販売実績 

当連結会計年度における販売実績は、次のとおりであります。 

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。  

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

２【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

前年同期比（％） 

ＩＴインフラストラクチャーサービス（百万円）  91,831  84.8

金融ＩＴサービス（百万円）  71,032  100.3

産業ＩＴサービス（百万円）  115,319  84.9

報告セグメント計（百万円）  278,183  88.4

その他（百万円）  －  －

合計（百万円）  278,183  88.4

セグメントの名称 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高（百万円） 前年同期比（％） 

金融ＩＴサービス  65,367  103.6  26,057  106.6

産業ＩＴサービス  113,985  102.2  35,997  108.0

合計  179,352  102.7  62,055  107.4

セグメントの名称 

当連結会計年度 

（自 平成24年４月１日 

至 平成25年３月31日） 

前年同期比（％） 

ＩＴインフラストラクチャーサービス（百万円）  110,076  100.8

金融ＩＴサービス（百万円）  70,994  101.9

産業ＩＴサービス（百万円）  149,565  105.4

報告セグメント計（百万円）  330,637  103.1

その他（百万円）  7,196  108.0

合計（百万円）  337,834  103.2
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(1)「業績回復」を確実に「成長路線」の軌道に乗せる 

 平成25年３月期は、第２次中期経営計画に掲げた「トップライン重視」の施策が功を奏し業績回復の成果

が現れ始めました。しかしながら、依然として従来からの既存顧客基盤への依存度が高く、当社グループの

業績が売上上位の顧客の投資動向に大きく左右される状態が続いています。従って、今後、新規顧客や新規

分野へのさらなる注力によるトップライン拡大が必要であると認識しています。 

(2)グループコミュニケーション基盤の更なる強固化 

“as One Company”実現に向けて、将来のグループを担うであろう中核人材を集めた集団活動やグループ共

通ブランドの検討を進めておりますが、まだ端緒についたばかりであり、今期はこれらの施策を一層拡充・

強化し、一体感の醸成をはかります。 

(3)グローバル化・サービス化の拡大と収益力強化  

顧客企業のグローバル展開に伴い、海外拠点でのサービスを求める声がますます強まっています。当社グ

ループもアジア地域の拠点を拡充していますが、グループ各社が個別の事業目的で設立しているため、投資

効率が悪く、グループの総合力を発揮するには到っていません。また、個々の事業規模が小さく、収益性に

も課題があります。海外事業については、まだ黎明期の段階ではありますが、今後、全体最適の視点で合理

化・効率化をはかり、グループ横断的にサービス提供できるように事業展開をはかります。 

 また、サービス化事業についても、様々なサービス・ソリューションをご提供していますが、事業収益を支

える柱となるまでには育っておりません。今後、提供先の拡大とサービス内容の拡大を急ぎ、一層注力してま

いります。 

   

    各事業におきましては、ソフトウェア開発では不採算化やアウトソーシングでは障害の発生など、事業固有のリスク

が発生するおそれがありますが、各種対策を講じることで未然防止に努めております。 

ＩＴインフラストラクチャーサービス事業では、東京都、神奈川県、栃木県、富山県、愛知県、大阪府及び中国・

天津市ほかに設置したデータセンターにおいて24時間365日稼働のアウトソーシング業務やクラウドサービスを行って

おります。データセンターの建物は免震または耐震構造を採用し、自家発電装置による無停電電源を確保し、防犯設

備を完備するなど、想定し得る範囲で様々な設備環境を整備しております。 

しかし、長期にわたる停電や、想定を超えた大規模自然災害、国際紛争・テロ及び重大な犯罪行為等により、デー

タセンターの円滑な稼働が阻害されるような事態が発生した場合には、当社グループの経営成績や財政状況に影響を

与える可能性があります。 

    なお、本項に含まれる将来に関する事項については、有価証券報告書提出日現在にて判断したものであります。 

  

該当事項はありません。 

  

３【対処すべき課題】

４【事業等のリスク】

５【経営上の重要な契約等】
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 当社グループでは、TIS株式会社、株式会社インテックが中心となり、下記領域における先端的な研究開発に取り組

んでおります。なお、当社グループにおける研究開発活動は、その多くが個別の事業セグメントに特化するものでは

なく、事業横断的な取り組みとなっています。 

  

(1)ソフトウェア生産技術 

グループ全体の開発生産性と品質の向上を目指し、グループ各社とも積極的かつ継続的に取り組んでおります。 

株式会社インテックでは、Webアプリケーションの開発において多数の工数を占めると言われているテスト工程

の生産性向上を目指し、テスト自動化基盤TaaS（Test as a Service）とテストスクリプトジェネレータの研究開発

を進め、2012年度下期から社内利用を開始しました。 

TIS株式会社では、平成22年度から取り組んでいるJava開発フレームワークであるXenlon(神龍シェンロン)の開

発検証を継続しており、グループ全体への展開も進めています。今後もXenlonを中核にした自動化、コード生成、

リアルタイム化、見える化に取り組み、ソフトウェア生産性の更なる向上を目指します。 

具体的には、Xenlon自体の機能拡張としてワークフロー機能や、クライアントのスマートフォン対応など、適宜

機能追加を実施しています。また、RIA（Rich Internet Application）対応として、インターネット対応が遅れて

いるVisualBasic6.0で構築された既存の業務システムを、RIA基盤の一つである「Nexaweb(ネクサウェブ)」と連携

して、JavaベースのRIAシステムにマイグレーションする「Xenlon for Nexaweb」をネクサウェブ社と共同で開発し

ました。 

 TIS株式会社では、オープンソースソフトウエア（OSS）の組み合わせを独自に技術検証したソフトウェアスタッ

ク「ISHIGAKI Template（イシガキテンプレート）」の展開を進めるとともに、バージョンアップ対応を適宜進めて

います。「ISHIGAKI Template」は導入および運用の作業手順書を完備しているため、OSSのデメリットである事前

検証、導入、運用の負荷を軽減し、活用を促進します。更に「ISHIGAKI Template」ではハイ・アベイラビリティ

（HA）構成やクラスター構成の設定を標準装備しているため、ディザスタリカバリ（DR）構築まで含めたミッショ

ンクリティカルなエンタープライズシステムでのOSS活用を実現します。 

TIS株式会社ではまた、Java言語に対応したWebアプリケーション開発基盤サービス「eXcale（エクスケール）」

を、Amazon Web Servicesを利用して提供しています。eXcale はWeb開発者向けのPaaSであり、Ruby、Java、PHP、

Node.jsの4つの開発言語に対応しています。アプリケーションの負荷に応じて自動でスケールアウト、負荷分散を

行うことが容易に実現でき、オープンソースの分散型バージョン管理システム「Git」およびファイルアップロード

によるデプロイを可能にしています。 

  

(2)クラウド技術 

クラウドコンピューティングのための基盤技術に関する研究開発を行っています。 

株式会社インテックでは、既存のWebアプリケーションのSaaS（Software as a Service）化ソリューションとし

て、サーバのマルチテナント化とデータベースのマルチテナント化のためのプラットフォームの改良と機能追加を

行いました。また、クラウド環境におけるセキュリティモデルの研究開発として、セキュアオンラインストレージ

の改良と機能追加を行いました。 

TIS株式会社では、独自のクラウド基盤であるT.E.O.S.に対し、AWS等のパブリッククラウドを利用した多様な組

み合わせに取り組んでいます。例えば、前述の「eXcale」もAWSを利用したものであり、「ISHIGAKI Template」に

もAWS用を準備しています。また、クラウド上の環境を運用監視する仕組みの開発にも取り組んでいます。 

このように、必要なときに必要なだけスケールアウトできるクラウド技術を、よりミッションクリティカルな業

務に活用できるよう、信頼性や安全性を高める活動に取り組んでいます。 

  

(3)モバイル関連技術 

普及が加速しているスマートフォンやタブレット端末についても、一歩進んだ技術開発やその実証実験に積極的

な取り組みを行っています。 

株式会社インテックでは、総務省による戦略的情報通信研究開発推進制度（SCOPE）の採択テーマである「富山 

LRT（Light Rail Transit）におけるスマート ICTを活用したバリュー創生の研究開発」を継続実施しました。富山

大学と連携し、①列車の運行位置に合わせた車内デジタルサイネージディスプレイへの広告表示、②乗客を対象に

したAR（Augmented Reality）ゲームの提供、③列車の運行状況のリアルタイム情報提供、を行うシステムの改良と

機能追加を行いました。 

６【研究開発活動】
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また、GPSが届かない屋内で位置を推定するための独自技術の研究開発を進め、2012年11月末にプレスリリース

と「第21回新聞製作技術展」（JANPS2012）への出展を行いました。 

スマートフォンやタブレットの急速な普及により、キーボードやマウスに頼らない操作方法への要望が高まって

います。TIS株式会社では、最近のデバイスにGPSやカメラ、マイクなどが標準装備されている点に着目し、音声入

力、モーションキャプチャ、ヘッドマウントディスプレイ（HMD）、音声合成出力など、ナチュラルユーザインタフ

ェース（NUI）によるコミュニケーション手段の可能性を検証しています。 

これらの検証で得た技術をベースに、行動履歴の分析によるレコメンドや個人のコンテキストに基づくカテゴリ

付けとカテゴリを利用した情報の受信、三次元仮想オブジェクトの簡易な生成、音声合成技術の適用など、クラウ

ド技術とも融合した取り組みを進めています。 

  

(4)ビッグデータ処理、ユビキタスプラットフォーム技術 

メディア等でも注目されているビッグデータに関する技術開発、生活やビジネスにITを浸透させるための基盤で

あるユビキタスプラットフォームの技術開発にも積極的に取り組んでいます。 

株式会社インテックでは、並列分散処理やNoSQL技術を用いた独自のユビキタスプラットフォームの研究開発を

進めました。また、東京大学との共同研究により、サーバを意識せずにクラウド上で透過的にオブジェクトの保

存・処理が実現可能なフレームワーク「サーバレスプログラミング」を提唱し、それに基づく産学連携コンソーシ

アム「Tクラウド研究会」を立ち上げ、研究開発を推進しました。また、環境未来都市に指定されている富山市をフ

ィールドとした複数のスマートシティ・スマートコミュニティプロジェクトに参加しました。 

TIS株式会社では、オプト社、数理システムと共同でビッグデータ解析プラットフォーム「C-Finder」を開発し

ました。このプラットフォームはAWS上でも展開を進めています。 

  

(5)その他の研究開発活動 

株式会社インテックでは、研究開発活動成果について各種学会発表や外部講演を実施しているほか、INTEC 

Technical Journal誌に論文発表し、広報活動を行っています。その他、奈良先端科学技術大学院大学、富山大学、

富山県立大学等での特別講義を実施しています。 

TIS株式会社では、研究開発への取り組みをTech Sketchと名づけたウェブサイトで一般公開しており、幅広く技

術者との意見交換できる場を運営しています。 

  

 なお、当連結会計年度の研究開発費の総額は1,002百万円となっております。 

(1)重要な会計方針及び見積り 

 当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。なお、詳細につきましては、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 （1）連結財務諸表 連結財

務諸表作成のための基本となる重要な事項」及び「第５ 経理の状況 ２ 財務諸表等 （1）財務諸表 重要な

会計方針」に記載したとおりであります。 

  

(2)当連結会計年度の経営成績の分析 

 当連結会計年度の経営成績は、「１ 業績等の概要 (1)業績」に記載のとおり、売上高は337,834百万円、営業

利益は18,171百万円、経常利益は17,440百万円、当期純利益は5,868百万円となりました。 

  

 (3）経営成績に重要な影響を与える要因について 

 当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因については、「４ 事業等のリスク」に記載しております。

  

 (4）経営戦略の現状と見通し 

 システムの複雑化・大規模化、サービス化の進展、グローバル化の流れ、更には急速に進む技術革新等、経営環

境が大きく変動する中、当社グループはＩＴ業界のリーディングカンパニーとして、豊かな未来社会実現の一翼を

担う企業グループを目指しております。 

 この実現のため中期経営計画「Brave Steps 2014」(2012～2014年度)を策定しました。この計画を推進、達成

し、 業界のリーディング企業として確固たる地位を確立することを目指します。 

  

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

2013/06/20 15:09:0412875007_有価証券報告書_20130620150808

- 15 -



(5)資本の財源及び資金の流動性についての分析 

 当社グループの資金状況は、「１ 業績等の概要 (2）キャッシュ・フローの状況」に記載のとおり、営業活 

動において 百万円の増加、投資活動において 百万円の減少、財務活動において 百万円の減少と

なりました。この結果、当連結会計年度末における資金は、前連結会計年度末に比べて 百万円減少し、

百万円となりました。 

  

(6)経営者の問題意識と今後の方針について 

当社グループでは、企業の礎である経営理念を以下の通り定めています。 

  

≪経営理念≫ 

ＩＴホールディングスグループは、ＩＴを通じた様々なサービスの提供によりリーディング企業グループに

ふさわしい企業市民となり、お客様、社員とその家族、株主などすべてのステークホルダーから評価いただける

企業価値の向上を目指します。 

私たちは、グループの企業と社員が共に高く新しい目標にチャレンジする活力ある企業カルチャーを醸成し

成長を続けます。 

私たちは、グループ力を結集し優れた技術力と品質により、常に最適をお客様に提供いたします。 

私たちは、高い企業モラルを堅持し、社会的責任を果たしていきます。 

  

 この理念のもと、次の４つのビジョン「ＩＴによる豊かな未来社会実現の一翼を担う」「進取の精神を持ち、

行動する」「最高水準の技術力を持つ」「ＩＴ業界及び社会の発展に貢献する」をグループ全員で共有し、当社

グループが目指す理想の実現を図ります。 

  

  グループビジョン実現に向けて、中期経営計画の方針に基づき活動していきます。 

  

21,515 14,391 19,883

12,685

28,433
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当連結会計年度は、既存事業の基盤強化とセキュリティ等信頼性の高度化に対応するため、12,287百万円の投資

を実施いたしました。 

 主に、ＩＴインフラストラクチャーサービス事業のクラウドサービス環境整備・強化のため、データセンター設

備の増強、開発用コンピュータの整備・拡充などに投資いたしました。 

  

(1) 提出会社 

  該当事項はありません。  

(2) 国内子会社 

 （注) １ 金額に消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員を表示しております。 

３ 「その他」には無形固定資産（主としてソフトウェア）を含んでおります。 

  

  

当社グループの設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して計画しております。

原則的に連結会社各社が個別に策定しておりますが、グループ全体で重複投資とならないよう、提出会社を中心に

調整を図っております。 

当連結会計年度末現在における重要な設備の増設、改修等に係る投資予定金額は、13,922百万円でありますが、

その所要資金については、自己資金、借入金等、それぞれ最適な手段を選択し充当いたします。 

 なお、経常的な設備の更新のための新設、改修等を除き、重要な設備の新設、改修等の計画はありません。 

  

第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

２【主要な設備の状況】

  平成25年３月31日現在 

会社名 事業所名 
（所在地） セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額（百万円） 
従業員数

(名) 建物及び
構築物 

土地
(面積㎡) その他 合計 

ＴＩＳ㈱ 
GDC御殿山 
(東京都品川区) 

ＩＴインフラストラ

クチャーサービス 
データセンター  8,440

0

(0)
 860  9,301

26

(0)

ＴＩＳ㈱ 
東京第１センター 
(東京都江東区) 

ＩＴインフラストラ

クチャーサービス 
データセンター  3,736

1,544

(3,494)
 347  5,629

26

(0)

ＴＩＳ㈱ 
東京第２センター 
(東京都江東区) 

ＩＴインフラストラ

クチャーサービス 
データセンター  1,763

0

(0)
 48  1,811

83

(0)

ＴＩＳ㈱ 
東京第３センター 
(東京都江東区) 

ＩＴインフラストラ

クチャーサービス 
データセンター  3,891

2,826

(6,236)
 942  7,660

31

(0)

ＴＩＳ㈱ 
大阪センター 

(大阪府吹田市) 

ＩＴインフラストラ

クチャーサービス 
データセンター  3,058

798

(3,662)
 80  3,938

154

(0)

ＴＩＳ㈱ 
心斎橋gDC 

(大阪府大阪市) 

ＩＴインフラストラ

クチャーサービス 
データセンター  2,054

0

(0)
 67  2,122

12

(0)

㈱インテック 
万葉スクエア 

(富山県高岡市) 

ＩＴインフラストラ

クチャーサービス 
データセンター  2,661

376

(3,753)
 438  3,476

73

(0)

㈱インテック 
横浜データセンター 

(神奈川県横浜市) 

ＩＴインフラストラ

クチャーサービス 
データセンター  2,782

1,058

(5,709)
 2,346  6,186

99

(0)

３【設備の新設、除却等の計画】
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①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

 該当事項はありません。  

 該当事項はありません。 

      該当事項はありません。 

（注）１ 当社は、平成20年４月１日付にて、株式移転により完全親会社として設立されました。 

２ 新株予約権の行使による増加であります。 

３ 平成22年４月１日を効力発生日とする株式交換に基づき、ソラン株式会社の普通株式１株に対して当社の普通

株式0.74株を割当交付いたしました。このため、同日付にて発行済株式総数が1,415,179株、資本準備金が

1,610百万円増加しております。なお、当社が保有するソラン株式会社の普通株式については、本株式交換に

よる株式の割当交付は行っておりません。  

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  280,000,000

計  280,000,000

種類 
事業年度末現在発行数

（株） 
（平成25年３月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成25年６月26日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  87,789,098  87,789,098
東京証券取引所 

（市場第一部） 
 単元株式数１００株

計  87,789,098  87,789,098 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成20年４月１日  

（注）１ 
 86,372,339  86,372,339  10,000  10,000  2,500  2,500

平成21年４月１日～ 

平成22年３月31日  

（注）２ 

 1,580  86,373,919  1  10,001  1  2,501

平成22年４月１日～ 

平成23年３月31日  

（注）３ 

 1,415,179  87,789,098 －  10,001  1,610  4,111

平成23年４月１日～ 

平成24年３月31日 
－  87,789,098 －  10,001 －  4,111

平成24年４月１日～ 

平成25年３月31日 
－  87,789,098 －  10,001 －  4,111
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 （注）１ 自己株式19,046株は、「個人その他」に190単元、「単元未満株式の状況」に46株含まれております。 

    ２ 証券保管振替機構名義の株式2,780株は、「その他の法人」に27単元、「単元未満株式の状況」に80株含ま

れております。 

（６）【所有者別状況】

  平成25年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況 

（株） 政府及び地
方公共団体 金融機関 金融商品取

引業者 
その他の法
人 

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数（人） －  59 37 364 206 12  13,391  14,069 －

所有株式数

（単元） 
－  351,775 8,431 120,268 220,100 59  172,897  873,530 436,098

所有株式数の

割合（％） 
－  40.27 0.96 13.77 25.20 0.01  19.79  100.00 －

（７）【大株主の状況】

  平成25年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社 
東京都中央区晴海１丁目８番11号  14,646  16.68

日本マスタートラスト信託銀行株式会

社 
東京都港区浜松町２丁目11番３号   7,398  8.43

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号   2,591  2.95

ＩＴホールディングスグループ従業員

持株会 
 東京都新宿区西新宿８丁目17番１号  2,582  2.94

資産管理サービス信託銀行株式会社 東京都中央区晴海１丁目８番12号  1,937  2.21

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号  1,654  1.88

株式会社大林組 東京都港区港南２丁目15番２号   1,161  1.32

株式会社ジェーシービー 東京都港区南青山５丁目１番22号  1,161  1.32

SSBT OD05 OMNIBUS ACCOUNT-TREATY 

CLIENTS 

（常任代理人 香港上海銀行東京支

店）  

338 PITT STREET SYDNEY NSW 2000 

AUSTRALIA 

（東京都中央区日本橋３丁目11番１号） 

 1,151  1.31

ステート ストリート バンク アンド

トラスト カンパニー 505225 

（常任代理人 株式会社みずほコーポ

レート銀行決済営業部）  

P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 

02101 U.S.A. 

（東京都中央区月島４丁目16番13号） 

 1,150  1.31

計 －  35,435  40.36
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（注）  １．大和住銀投信投資顧問株式会社より、平成24年４月18日付で大量保有報告書の写しの送付があり、平成24年

４月13日現在で以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として期末時点におけ

る実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況には含めておりません。  

  

２．三井住友信託銀行株式会社から３社連名により、平成24年８月６日付で大量保有報告書の変更報告書の写し

の送付があり、平成24年７月31日現在で以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当

社として期末時点における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況には含めておりませ

ん。 

  

３．日本生命保険相互会社から２社連名により、平成24年12月７日付で大量保有報告書の変更報告書の写しの送

付があり、平成24年11月30日現在で以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社と

して期末時点における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況には含めておりません。 

  

４．株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループから３社連名により、平成25年２月18日付で大量保有報告書

の変更報告書の写しの送付があり、平成25年２月11日現在で以下のとおり株式を保有している旨の報告を受

けておりますが、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行を除く２社については、当社として期末時点における実質所

有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況には含めておりません。  

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に 
対する所有株式数 
の割合（％） 

大和住銀投信投資顧問株式会

社 
東京都千代田区霞が関３丁目２番１号  4,762  5.42

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に 
対する所有株式数 
の割合（％） 

三井住友信託銀行株式会社  東京都千代田区丸の内１丁目４番１号    4,086  4.66

三井住友トラスト・アセット

マネジメント株式会社 
東京都港区芝３丁目33番１号   135 0.15

日興アセットマネジメント株

式会社  
東京都港区赤坂９丁目７番１号    303  0.35

計  －  4,525 5.15

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に 
対する所有株式数 
の割合（％） 

日本生命保険相互会社 大阪市中央区今橋３丁目５番12号    2,671  3.04

ニッセイアセットマネジメン

ト株式会社 
東京都千代田区丸の内１丁目６番６号    800  0.91

計  －  3,471 3.95

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数 
の割合（％） 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号  1,654  1.88

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号  2,872 3.27

三菱ＵＦＪ投信株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号  168 0.19

計 －  4,695 5.35
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５．株式会社みずほコーポレート銀行から３社連名により、平成25年３月25日付で大量保有報告書の変更報告書

の写しの送付があり、平成25年３月15日現在で以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けております

が、株式会社みずほコーポレート銀行を除く２社については、当社として期末時点における実質所有株式数

の確認ができないため、上記大株主の状況には含めておりません。 

   

６.上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

    日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社     14,646千株 

    日本マスタートラスト信託銀行株式会社        7,398千株 

    資産管理サービス信託銀行株式会社          1,937千株  

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に 
対する所有株式数 
の割合（％） 

株式会社みずほコーポレート

銀行 
東京都千代田区丸の内１丁目３番３号    206  0.23

みずほ信託銀行株式会社  東京都中央区八重洲１丁目２番１号    2,583  2.94

みずほ投信投資顧問株式会社 東京都港区三田３丁目５番27号     353  0.40

計  －  3,143 3.58
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①【発行済株式】 

 （注）１ 「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,700株（議決権27個）含まれてお

ります。 

２ 「単元未満株式」欄には当社所有の自己株式46株が含まれております。 

 ②【自己株式等】 

 該当事項はありません。  

（８）【議決権の状況】

  平成25年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － －  

議決権制限株式（自己株式等） － － －  

議決権制限株式（その他） － － －  

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     19,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  87,334,000  873,340 － 

単元未満株式 普通株式   436,098 － － 

発行済株式総数  87,789,098 － － 

総株主の議決権 －  873,340 － 

  平成25年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式） 

ＩＴホールディングス

株式会社 

東京都新宿区西新宿８丁

目17番１号 
19,000 －  19,000  0.02

計 － 19,000 －  19,000  0.02

（９）【ストックオプション制度の内容】
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  【株式の種類等】  会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得 

   

    （１）【株主総会決議による取得の状況】  

      該当事項はありません。 

  （２）【取締役会決議による取得の状況】  

        該当事項はありません。 

       （３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】  

（注）当期間における取得自己株式には、平成25年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによ

る株式数は含めておりません。 

    （４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】  

（注）当期間における保有自己株式には、平成25年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

及び売渡しによる株式数は含めておりません。 

  

２【自己株式の取得等の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

 当事業年度における取得自己株式  2,208  2,261,911

 当期間における取得自己株式  858  1,221,510

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額 

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額 
（円） 

引き受ける者の募集を行った 
－ － － －

取得自己株式 

消却の処分を行った 
－ －  － －

取得自己株式 

合併、株式交換、会社分割 
－ － － －

に係る移転を行った取得自己株式 

その他 
44 43,072  48 58,944

（単元未満株式の買増請求） 

保有自己株式数 19,046 －  19,856 －
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 当社グループは、株主の皆様への長期的かつ総合的な利益還元を重要な経営課題と認識しており、業績動向や財務

状況、事業発展に備えるための内部留保の充実を勘案し、連結配当性向30％程度を目安として、安定的に配当を継続

するよう努めてまいります。 

 当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。これらの剰余金の配

当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会です。 

 当期は、連結子会社であるＴＩＳ株式会社における年金制度変更に伴う費用約26億円、不動産等減損損失約15億

円、固定資産の除売却損約7億円、構造改革費用合計約8億円を特別損失へ計上いたしました。利益配分につきまして

は、事業発展に備えるための内部留保の充実を勘案し、期末配当金を１株当たり14円とさせていただきたいと存じま

す。 

 次期につきましては、年間配当金を１株当たり25円（うち中間配当金を8円）とする予定です。 

 当社の期末配当の基準日は、毎年３月31日としております。また、取締役会の決議によって毎年９月30日を基準と

して中間配当をすることが出来る旨を定款に定めております。 

 なお、基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりです。 

  

  

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【配当政策】

決議年月日 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり配当額 

（円） 

  平成24年10月31日 

 取締役会決議 
 614  7

  平成25年６月25日 

 定時株主総会決議 
 1,228  14

４【株価の推移】

回次 第１期 第２期 第３期 第４期 第５期 

決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 

最高（円）  2,355  1,995  1,377  978  1,328

最低（円）  900  952  655  654  798

月別 平成24年10月 11月 12月 平成25年１月 ２月 ３月 

最高（円）  1,077  1,050  1,045  1,313  1,316  1,328

最低（円）  951  976  974  1,041  1,043  1,136
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
（千株） 

代表取締役 
会   長 

－ 金岡 克己 昭和31年２月24日生

昭和60年５月 株式会社インテック入社 

平成11年４月 同社理事 アウトソーシング事業

本部長 

平成12年６月 同社取締役 
株式会社アット東京代表取締役社

長 

平成15年６月 株式会社インテック常務取締役 

社長室長 

平成17年４月 同社取締役 執行役員専務 ネッ

トワークソリューション事業本部

担当 アウトソーシング事業本部

長 

平成19年４月 同社代表取締役 執行役員社長 

平成19年６月 同社代表取締役 執行役員社長 

株式会社インテックホールディン

グス取締役 

平成20年４月 株式会社インテック代表取締役執

行役員社長 

当社取締役 

平成21年６月 株式会社インテック代表取締役社

長 
当社取締役 

平成24年６月 株式会社インテック取締役相談役

（現任） 
当社代表取締役会長（現任） 

（注）３ 152

代表取締役 
社   長 

－ 前西 規夫 昭和24年４月19日生

昭和47年４月 株式会社東洋情報システム（現 

ＴＩＳ株式会社）入社 
平成８年６月 同社取締役 
平成13年６月 同社常務取締役 
平成16年４月 同社代表取締役専務取締役 
平成20年４月 同社代表取締役副社長ビジョン21

推進室担当、北京駐在員事務所担

当、営業推進本部長 
平成21年４月 同社代表取締役副社長ＩＴ基盤サ

ービス事業部長、営業推進部担

当、ＥＣセンター事業推進室担当 

平成21年５月 同社代表取締役副社長ＩＴ基盤サ

ービス事業部長、営業推進部担

当、ＳonicＧarden担当、ＥＣセ

ンター事業推進室担当 

平成22年４月 同社取締役 
当社副社長執行役員 

平成22年６月 当社取締役副社長 
平成25年６月 当社代表取締役社長（現任）  

（注）３ 41

取 締 役 － 桑野  徹 昭和27年５月３日生

昭和51年４月 株式会社東洋情報システム（現 

ＴＩＳ株式会社）入社 

平成12年６月 同社取締役 

平成16年４月 同社常務取締役 

平成20年４月 同社専務取締役 金融・カード事

業統括本部長兼カード第１事業部

長 

平成21年４月 同社専務取締役 金融・カード事

業統括本部長 

平成22年４月 同社代表取締役副社長 金融事業

統括本部長 

平成23年４月 同社代表取締役社長 

平成25年４月 同社代表取締役会長兼社長（現

任） 
平成25年６月 当社取締役（現任） 

（注）３ 34
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
（千株） 

取 締 役 － 盛田 繁雄 昭和21年９月24日生

昭和44年４月 株式会社インテック入社 

平成６年６月 同社取締役 

平成12年６月 同社常務取締役 

平成15年４月 同社専務取締役 

平成16年４月 同社取締役副社長 

平成17年４月 同社取締役 執行役員副社長 

平成18年10月 株式会社インテックホールディン

グス取締役 

平成19年４月 株式会社インテック代表取締役 

執行役員副社長 営業統括本部長 

平成21年６月 同社代表取締役副社長 

平成24年６月 同社代表取締役会長（現任） 
平成25年６月 当社取締役（現任）  

（注）３ 41

取 締 役 － 滝澤 光樹 昭和26年３月29日生

昭和48年４月 株式会社インテック入社 
平成11年６月 同社取締役 
平成13年６月 同社常務取締役 
平成17年４月 同社取締役 執行役員専務CTO 
平成19年６月 株式会社インテックホールディン

グス取締役副社長 事業企画・Ｉ

Ｒ担当 
平成20年４月 当社取締役副社長 
平成23年４月 当社取締役 

株式会社インテック取締役副社長 

公共ソリューション事業本部担

当、金融ソリューションプロダク

ト事業本部担当、ＢＰＯ事業本部

長 
平成24年６月 同社代表取締役社長（現任） 

当社取締役（現任）   

（注）３ 39

取 締 役 － 河崎 一範 昭和30年４月17日生

昭和53年４月 株式会社東洋情報システム(現Ｔ

ＩＳ株式会社）入社 

平成13年６月 同社取締役 

平成18年４月 ＴＩＳソリューションビジネス株

式会社取締役副社長 

平成20年６月 同社代表取締役社長 

平成21年７月 ネオアクシス株式会社代表取締役

副社長執行役員 

平成23年６月 同社代表取締役副社長 

平成25年４月 ＡＪＳ株式会社執行役員副社長 
平成25年６月 同社代表取締役社長(現任） 

当社取締役（現任） 

（注）３ 16

取 締 役 － 加藤  明 昭和31年５月６日生

昭和55年４月 株式会社東洋情報システム(現 

ＴＩＳ株式会社）入社 

平成19年６月 同社取締役 

平成20年４月 同社執行役員 産業第１事業部長 

平成23年４月 同社常務執行役員 産業・公共事

業統括本部副本部長兼産業・公共

第１事業本部長 

平成24年４月 同社常務執行役員 産業事業本部

長 

平成25年４月 クオリカ株式会社代表取締役社長

（現任） 
平成25年６月 当社取締役（現任）  

（注）３ 13

取 締 役 

(社外) 
－ 小田 晋吾 昭和19年11月８日生

昭和45年７月 横河・ヒューレット・パッカード

株式会社（現 日本ヒューレッ

ト・パッカード株式会社）入社 

平成９年１月 日本ヒューレット・パッカード株

式会社取締役 

平成11年１月 同社常務取締役 

平成14年11月 同社取締役副社長 エンタープラ

イズシステム事業統括 業務統括

本部長 

平成16年５月 同社取締役副社長 営業統括 

平成17年２月 同社代表取締役副社長 営業統括 

平成17年５月 同社代表取締役社長 

平成19年２月 同社代表取締役社長執行役員 

平成19年12月 同社顧問 
平成20年４月 当社取締役（現任） 

（注）３ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
（千株） 

取 締 役 

（社外） 
－ 石垣 禎信 昭和21年10月６日生

昭和44年４月 日本アイ・ビー・エム株式会社入

社 

平成10年４月 同社理事 アウトソーシング事業

部長 

平成13年１月 同社理事 インダストリアル・グ

ローバル・パートナーシップ事業

部長 

平成13年11月 セピエント株式会社代表取締役社

長 

平成16年10月 株式会社アット東京代表取締役社

長 

平成21年６月 同社取締役会長 
平成22年６月 同社顧問 

当社取締役（現任）  

（注）３ －

常勤監査役 － 米澤 信行 昭和25年２月８日生

昭和48年４月 株式会社三和銀行（現 株式会社

三菱東京ＵＦＪ銀行）入行 
平成10年11月 同行大井町支店長 
平成12年６月 同行国際審査部長 
平成14年11月 日本電産株式会社関係会社管理部

部長 
平成15年７月 同社経営企画部長 
平成16年６月 ＴＩＳ株式会社監査役 
平成19年６月 同社取締役コンプライアンス本部

長兼コンプライアンス室長 
平成20年４月 同社常務執行役員企画本部長 
平成22年４月 同社常務執行役員企画本部長兼管

理本部長 
平成23年４月 同社顧問 
平成23年６月 当社常勤監査役（現任） 

（注）４ 11

常勤監査役 － 竹田  勝 昭和23年４月27日生

昭和46年４月 株式会社インテック入社 
平成13年６月 同社取締役 行政システム事業本

部長 
平成15年４月 同社常務取締役 行政システム事

業本部長 
平成17年４月 同社執行役員常務 行政システム

事業本部長 
平成17年10月 同社執行役員常務 グループ経営

本部長 
平成18年10月 株式会社インテックホールディン

グス取締役グループ総務部担当 
平成19年６月 株式会社高志インテック代表取締

役社長 
平成21年６月 株式会社インテック常勤監査役 
平成24年６月 当社常勤監査役（現任）  

（注）５ 20

監 査 役 

(社外) 
－ 伊藤 大義 昭和21年10月13日生

昭和45年１月 監査法人辻監査事務所（合併およ

び名称変更によりみすず監査法

人）入所 
平成元年２月 みすず監査法人代表社員 
平成16年７月 日本公認会計士協会副会長 
平成19年８月 公認会計士伊藤大義事務所（現 

公認会計士伊藤事務所）設立所長

（現任） 
平成21年４月 早稲田大学大学院会計研究科教授 
平成24年６月 当社監査役（現任）  

（注）５ 0
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（注）１ 取締役小田晋吾氏及び石垣禎信氏は、社外取締役であります。 

２ 監査役伊藤大義氏及び上田宗央氏は、社外監査役であります。 

３ 平成25年６月25日開催の定時株主総会の終結の時から平成26年３月期に係る定時株主総会終結の時までであ

ります。 

４ 平成23年６月24日開催の定時株主総会の終結の時から平成27年３月期に係る定時株主総会終結の時までであ

ります。  

５ 平成24年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から平成28年３月期に係る定時株主総会終結の時までであ

ります。 

６ 当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項の規定に基づき、

補欠監査役１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。 

（注）補欠監査役の任期は、就任した時から退任した監査役の任期満了の時までであります。また、補欠監

査役の選任に係る決議が効力を有する期間は、平成26年３月期に係る定時株主総会の開始の時まで

であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
（千株） 

監 査 役 

(社外) 
－ 上田 宗央 昭和23年１月１日生

昭和58年８月 株式会社テンポラリーセンター

（現 株式会社パソナ）入社 
昭和63年１月 同社常務取締役 国際事業部長兼

事業開発部長 

株式会社パソナアメリカ代表取締

役社長 
平成３年４月 同社専務取締役 営業本部長 
平成５年６月 同社取締役副社長 
平成12年６月 同社代表取締役社長 
平成16年８月 株式会社プロフェッショナルバン

ク代表取締役社長 
平成19年４月 同社代表取締役会長（現任） 
平成24年６月 当社監査役（現任）  

（注）５ 0

        計   371

 氏名  生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（千株） 

伊藤  醇 昭和14年６月６日生

昭和43年12月 監査法人中央会計事務所入所 
昭和58年３月 同監査法人代表社員 

平成16年９月 公認会計士・税理士伊藤醇事務所

設立代表（現任） 
平成17年６月 ＴＩＳ株式会社監査役 
平成20年４月 当社監査役 
平成24年６月 当社監査役を任期満了により退任 

(注) 8
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コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、お客様や株主等のすべてのステークホルダーから信頼され続けると共に、社会の期待に応える企業と

なるために、経営の透明性や健全性に加え、企業活動における企業倫理と法令遵守に基づく行動を常に意識し、コ

ーポレート・ガバナンスの強化・充実に努めて参ります。 

①企業統治の体制 

イ．企業統治の体制の概要 

当社の取締役会は、定款の定めにある取締役15名以内で構成致します。取締役会は、毎月開催するほか、必

要に応じて随時開催し、重要な業務執行その他法定の事項について審議・決定を行います。 

また、代表取締役の業務執行に関する意思決定を支援し、迅速化の観点より、執行役員制度を導入するとと

もに、経営会議を設置しております。 

  

当社の機関及び内部統制は次のとおりであります。 

 

ロ．当該体制を採用する理由 

当社は、監査役会を設置し、社外監査役を含めた監査役による独立的かつ客観的な立場からの経営監視機能

が有効であると判断し、監査役設置会社形態を採用しております。 

また、業界及び企業経営に関する経験と見識を有する社外取締役を選任し、独立した立場から取締役会の意

思決定の妥当性、相当性を確保するための助言・提言等を通じて、取締役会の監督機能強化を図っております。

６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】
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ハ．内部統制システムの整備の状況 

当社は、取締役会の監督機能の強化を図るため、取締役９名のうち社外取締役を２名と致しております。な

お、取締役の経営責任を明確にし、経営環境の変化に機動的に対応して最適な経営体制とすることを目的とし

て、取締役の任期を１年としております。 

また、経営会議を適宜開催して当社グループの営業状況の進捗を管理するとともに、当社グループの業務執

行に関わる重要事項について協議し、情報の共有とグループ・ガバナンスの強化を進めております。 

二．リスク管理体制の整備状況 

当社は、グループＣＳＲ基本方針を制定し、代表取締役社長が繰り返しその精神を役職員に伝えることによ

り、法令順守及び社会倫理の遵守を企業活動の前提とし徹底するために以下の取り組みをしております。 

（ⅰ）コンプライアンス室、グループコンプライアンス会議 

コンプライアンス室がグループ全社横断的なコンプライアンス体制の整備及び問題点の把握に努めて

おります。また、代表取締役社長を議長とするグループコンプライアンス会議を運営し、グループコンプ

ライアンス上の重要な問題を審議し、改善事項等のグループ全社への浸透を図っております。 

（ⅱ）リスク管理体制の整備状況 

当社は常に様々なリスクを予め念頭において事業活動を行っておりますが、もっとも重視しておりま

すリスクは、情報を扱う企業として、地震などの自然災害リスク（データセンターの破損）と、個人情報

を中心とする情報漏えいであります。 

リスク管理に関しては、グループ全体を統括するリスクマネージメント会議を中心にグループ各社の

リスク管理委員会の活動を指導・支援するとともに、リスク発生時には、各種対策本部の設置による迅速

な対応など、影響を最小限のものとするために十分なグループ内連携体制を確立しております。 

一方、リスク管理の一環として前項のグループコンプライアンス会議を運営し、一層のグループのコ

ンプライアンス強化に向けた体制を確立しております。 

これらグループ内体制も、今後のグループ事業内容、時代の変化に伴うリスクの変容に対応させるた

めに、必要に応じて見直しを行ってゆく所存です。 

ホ．責任限定契約の内容の概要 

当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償

責任を限定する契約を締結しております。 

なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項の最低責任限度額としております。 

②内部監査及び監査役監査の状況 

当社は監査役制度を採用し、監査役４名（うち社外監査役２名）で監査役会を構成致します。取締役会への

出席、重要な書類の閲覧及び子会社の調査、必要に応じて、会計監査人やコンプライアンス室等との意見交換を

行い、経営や業務活動全般にわたり、取締役の職務執行を厳正に監査することとしております。 

コンプライアンス本部に所属する内部監査部門である考査室(２名)は、監査役、会計監査人をはじめ、グル

ープ各社の内部監査部門と随時意見交換を行い、効率的で品質の良いグループ全体の内部監査に努めておりま

す。又、監査実施の結果に基づく説明及び問題点等確認のため、財務経理部やコンプライアンス室等との意見交

換を行っております。 

③会計監査の状況 

 当社は、会計監査を担当する会計監査人として新日本有限責任監査法人と監査契約を結び、会計監査を受けて

おります。なお、当社の監査業務を執行した公認会計士は以下のとおりであります。 

      公認会計士  大山  修 氏 ( 継続監査年数５年 ) 
      公認会計士  大村 啓三 氏 ( 継続監査年数４年 ) 
      公認会計士  善方 正義 氏 ( 継続監査年数２年 )   

     監査業務に関わる補助者の人数 

      公認会計士   ９名 

  その他     ４名 
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④社外取締役及び社外監査役 

当社の社外取締役は２名、社外監査役は２名であります。 

なお、社外取締役及び社外監査役の独立性に関する判断は、東京証券取引所「上場管理に関するガイドライ

ン」の規定に基づき、総合的に判断することとしております。 

・社外取締役 

・社外監査役 

小 田 晋 吾 

 日本ヒューレット・パッカード株式会社代表取締役社長を経験されており、同氏のＩ

Ｔ分野を中心とした業界動向や企業経営に関する豊富な経験と高い見識を当社の経営に

活かし、また独立した立場から取締役会の意思決定の妥当性、相当性を確保するための

助言・提言をいただけると判断し、社外取締役として選任しております。 

 また、同氏は、独立役員の属性として、東京証券取引所が規定する項目に該当するこ

とはなく、同氏と一般株主との間に利益相反が生じる恐れはないため、独立性は確保さ

れているものと判断しております。 

 なお、同氏と当社との間には特別の利害関係等はありません。  

石 垣 禎 信 

 企業経営者としての豊富な経験と幅広い見識を有しており、また、同氏のＩＴサービ

ス業界における幅広い活動経験と豊富な専門知識を当社の経営に活かし、独立した立場

から取締役会の意思決定の妥当性、相当性を確保するための助言・提言をいただけるも

のと考え、社外取締役として選任しております。 

 なお、同氏は、当社グループの取引先である日本アイ・ビー・エム株式会社（連結売

上高に対する当該会社の取引割合は1.17％）に、平成13年10月末まで在籍しておりまし

たが、退職後、既に11年７カ月が経過しており、かつ、当該取引先が当社経営の意思決

定に与える影響は全くない状況であるため、同氏が一般株主と利害相反の生じるおそれ

もないため、独立性は確保されているものと判断しております。 

 また、同氏と当社との間には特別の利害関係等はありません。  

伊 藤 大 義 

 公認会計士の資格を有しており、財務および会計等に関する専門的な知識およびこれ

までの経験を活かし、当社のグループ監査体制強化に資する人材であります。なお、同

氏は会社経営に関与したことはありませんが、上記理由により監査役としての職務を適

切に遂行することができると判断し、社外監査役として選任しております。 

 また、同氏は、独立役員の属性として、東京証券取引所が規定する項目に該当するこ

とはなく、同氏と一般株主との間に利益相反が生じる恐れはないため、独立性は確保さ

れているものと判断しております。 

 なお、同氏と当社との間には特別の利害関係等はありません。  

上 田 宗 央 

 企業経営者としての豊富な経験と幅広い見識を当社の監査に活かし、監査役として適

切に職務を遂行することができると判断し、社外監査役として選任しております。 

 また、同氏は、独立役員の属性として、東京証券取引所が規定する項目に該当するこ

とはなく、同氏と一般株主との間に利益相反が生じる恐れはないため、独立性は確保さ

れているものと判断しております。 

 なお、同氏と当社との間には特別の利害関係等はありません。  
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⑤役員報酬等 

イ．役員区分ごとの基本報酬の総額及び対象となる役員の員数  

（注）1.当社は退職慰労金制度を導入しておらず、また賞与の支給はありません。 

2.当事業年度については、使用人兼務取締役の使用人分給与はありません。  

3.当事業年度末現在の取締役は１１名（うち社外取締役２名）であります。なお、上記取締役の員数が相違

しておりますのは、無報酬の取締役が４名在任しているためであります。 

4.当事業年度末現在の監査役は４名（うち社外監査役２名）であります。なお、上記監査役の員数が相違し

ておりますのは、平成24年６月26日開催の第４期定時株主総会終結の時をもって退任した監査役３名

（うち社外監査役２名）を含んでいるためであります。 

5.取締役及び監査役の報酬限度額は、平成21年６月25日開催の第１期定時株主総会において、取締役が年額

400百万円以内（うち社外取締役が50百万円以内）、監査役が年額85百万円以内と決議いただいておりま

す。 

ロ．連結報酬等の総額が１億円以上である者の連結報酬等の総額等 

  該当事項はありません。 

ハ．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法 

 当社の取締役（社外取締役を除く）の報酬は、「基準報酬」と「業績連動報酬」で構成しており、毎年各人別

に見直しを行っております。 

 「基準報酬」は、役位別の月額定額制とし、「業績連動報酬」は業績に連動して役位別の月額金額を設定し、

それを越えない金額内で各人別に決定しております。 

 また、基準報酬額に応じて役員持株会への拠出金額のガイドラインを設定し、一定額の株式を購入することと

しております。 

⑥株式保有状況 

 当社については以下の通りです。 

イ．純投資目的以外の目的で保有する投資株式について 

 （前事業年度） 

 該当事項はありません。 

 （当事業年度） 

 該当事項はありません。 

ロ．純投資目的で保有する投資株式について 

 （前事業年度） 

 該当事項はありません。 

 （当事業年度） 

 該当事項はありません。 

 当社及び連結子会社のうち、投資株式の貸借対照表計上額（投資株式計上額）が最も大きい会社（最大保有会

社）であるＴＩＳ株式会社については以下の通りです。 

ハ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額 

 98銘柄  18,772百万円 

区  分 基本報酬額の総額  対象となる役員の員数 

取  締  役 

（うち社外取締役）  

２２４百万円 

（ １２百万円）  

 ７名 

（ ２名）  

監  査  役 

（うち社外監査役）  

 ５７百万円 

（ １６百万円）  

 ７名 

（ ４名）  

合     計 

（うち社外役員）  

２８１百万円 

（ ２８百万円）  

１４名 

（ ６名）  
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ニ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

（前事業年度） 

特定投資株式 

  

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（千円） 
保有目的 

(株)デジタルガレージ  6,598  1,428,467 取引関係維持・発展のため 

(株)インターネットイニシアティブ  2,640  781,704 取引関係維持・発展のため 

月島機械(株)  700,000  511,700 取引関係維持・発展のため 

アステラス製薬(株)  113,600  386,240 取引関係維持・発展のため 

三井化学(株)  1,125,000  282,375 取引関係維持・発展のため 

東海東京フィナンシャル・ホールディング

ス(株) 
 908,559  280,744 取引関係維持・発展のため 

岡谷鋼機(株)  293,000  260,770 取引関係維持・発展のため 

(株)三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ  579,849  238,897
取引関係維持・発展のため、 

金融機関との安定取引のため 

(株)Ｔ＆Ｄホールディングス  200,000  191,800 取引関係維持・発展のため 

(株)ビーエスピー  145,800  171,023 取引関係維持・発展のため 

(株)大塚商会  22,850  153,879 取引関係維持・発展のため 

(株)日新  650,000  142,350 取引関係維持・発展のため 

(株)三井住友フィナンシャルグループ  47,346  128,923 取引関係維持・発展のため 

(株)八十二銀行  200,000  97,600 取引関係維持・発展のため 

(株)電算システム  100,000  94,400 取引関係維持・発展のため 

帝人(株)  300,000  83,400 取引関係維持・発展のため 

(株)アプラスフィナンシャル   1,449,500  79,722 取引関係維持・発展のため 

コムチュア(株)  120,000  63,480 取引関係維持・発展のため 

(株)中京銀行  280,226  59,968 取引関係維持・発展のため 

ULSグループ(株)  1,403  56,540 取引関係維持・発展のため 

セイノーホールディングス(株)  84,141  50,316 取引関係維持・発展のため 

ゼリア新薬工業(株)  30,000  44,190 取引関係維持・発展のため 

象印マホービン(株)  144,000  41,904 取引関係維持・発展のため 

ユニー(株)  42,217  37,826 取引関係維持・発展のため 

テクマトリックス(株)  611  36,598 取引関係維持・発展のため 

東洋証券(株)   140,000  31,920 取引関係維持・発展のため 

(株)トーカン  10,000  14,700 取引関係維持・発展のため 

(株)システムリサーチ  12,000  12,564 取引関係維持・発展のため 

宝ホールディングス(株)  20,133  11,434 取引関係維持・発展のため 

スタイライフ(株)  230  10,913 取引関係維持・発展のため 
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みなし保有株式 

注）貸借対照表計上額の上位銘柄を選定する段階で、特定投資株式とみなし保有株式を合算していません。 

（当事業年度） 

特定投資株式 

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（千円） 
保有目的 

(株)エックスネット  675    84,240
株主総会における議決権行使権限

のみ有しております。 

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（千円） 
保有目的 

(株)デジタルガレージ  7,419  2,259,085 取引関係維持・発展のため 

(株)インターネットイニシアティブ  528,000  1,716,000 取引関係維持・発展のため 

東海東京フィナンシャル・ホールディング

ス(株) 
 908,559  620,545 取引関係維持・発展のため 

月島機械(株)  700,000  592,900 取引関係維持・発展のため 

アステラス製薬(株)  113,600  574,816 取引関係維持・発展のため 

岡谷鋼機(株)  293,000  332,262 取引関係維持・発展のため 

(株)三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ  579,849  323,555
取引関係維持・発展のため、 

金融機関との安定取引のため 

(株)アプラスフィナンシャル   1,449,500  253,662 取引関係維持・発展のため 

コムチュア(株)  120,000  253,200 取引関係維持・発展のため 

(株)大塚商会  23,081  235,661 取引関係維持・発展のため 

三井化学(株)  1,125,000  230,625 取引関係維持・発展のため 

(株)Ｔ＆Ｄホールディングス  200,000  227,200 取引関係維持・発展のため 

(株)ビーエスピー  145,800  205,578 取引関係維持・発展のため 

(株)電算システム  100,000  184,900 取引関係維持・発展のため 

ULSグループ(株)  1,403  184,213 取引関係維持・発展のため 

(株)三井住友フィナンシャルグループ  47,346  178,731 取引関係維持・発展のため 

(株)日新  650,000  172,900 取引関係維持・発展のため 

(株)八十二銀行  200,000  113,800 取引関係維持・発展のため 

テクマトリックス(株)  122,200  88,106 取引関係維持・発展のため 

セイノーホールディングス(株)  84,141  68,490 取引関係維持・発展のため 

帝人(株)  300,000  65,400 取引関係維持・発展のため 

(株)中京銀行  280,226  56,045 取引関係維持・発展のため 

東洋証券(株)   140,000  55,020 取引関係維持・発展のため 

象印マホービン(株)  144,000  47,808 取引関係維持・発展のため 

ゼリア新薬工業(株)  30,000  43,560 取引関係維持・発展のため 

ユニーグループ・ホールディングス(株)  42,217  31,367 取引関係維持・発展のため 

宝ホールディングス(株)  20,133  17,496 取引関係維持・発展のため 

(株)トーカン  10,000  17,150 取引関係維持・発展のため 

(株)システムリサーチ  12,000  14,832 取引関係維持・発展のため 

オリックス(株)  12,000  14,292 取引関係維持・発展のため 
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みなし保有株式 

該当事項はありません。 

  

ホ．純投資目的で保有する投資株式について 

 （前事業年度） 

 該当事項はありません。 

 （当事業年度） 

 該当事項はありません。 

 当社及び連結子会社のうち、投資株式の貸借対照表計上額（投資株式計上額）が２番目に大きい会社である株式

会社インテックについては以下の通りです。 

ヘ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額 

 97銘柄  8,111百万円 

ト．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

（前事業年度） 

特定投資株式 

  

みなし保有株式 

（注）貸借対照表計上額の上位銘柄を選定する段階で、特定投資株式とみなし保有株式を合算していません。 

  

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（千円） 
保有目的 

(株)マクロミル  514,400  403,289 取引関係維持・発展のため 

(株)ナナオ  176,400  312,228 取引関係維持・発展のため 

(株)北國銀行  1,001,440  311,447
取引関係維持・発展のため、 

金融機関との安定取引のため 

住友不動産(株)  115,000  229,425 取引関係維持・発展のため 

三菱電機(株)  300,000  219,600 取引関係維持・発展のため 

アドソル日進(株)  195,000  171,990 取引関係維持・発展のため 

(株)ほくほくフィナンシャルグループ  750,000  118,500 金融機関との安定取引のため 

コスモ石油(株)  500,000  115,000 取引関係維持・発展のため 

ULSグループ(株)  2,200  88,660 取引関係維持・発展のため 

(株)マネースクウェア・ジャパン  1,000  46,600 取引関係維持・発展のため 

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（千円） 
保有目的 

(株)三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ  846,000  348,552
株主総会における議決権行使権限

のみ有しております。 

(株)ほくほくフィナンシャルグループ  1,600,000  252,800
株主総会における議決権行使権限

のみ有しております。 
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（当事業年度） 

特定投資株式 

  

みなし保有株式 

（注）貸借対照表計上額の上位銘柄を選定する段階で、特定投資株式とみなし保有株式を合算していません。 

  

チ．純投資目的で保有する投資株式について 

 （前事業年度） 

 該当事項はありません。 

 （当事業年度） 

 該当事項はありません。 

⑦取締役の定数  

 当社の取締役は15名以内とする旨定款に定めております。 

⑧取締役選任決議の要件 

 当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらない旨を定款に定めております。 

⑨株主総会決議事項を取締役会で決議することができることとしている事項 

（ⅰ）当社は、経営環境に対応した機動的な資本政策を遂行することを目的として、会社法第165条第２項の規

定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款に定め

ております。 

（ⅱ）当社は、株主への機動的な利益還元を行うために、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議

によって、毎年９月30日を基準日として中間配当をすることができる旨定款に定めております。 

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（千円） 
保有目的 

(株)マクロミル  514,400  596,189 取引関係維持・発展のため 

住友不動産(株)  115,000  413,425 取引関係維持・発展のため 

(株)北國銀行  1,001,440  393,565
取引関係維持・発展のため、 

金融機関との安定取引のため 

(株)ナナオ  176,400  290,354 取引関係維持・発展のため 

ULSグループ(株)  2,200  288,860 取引関係維持・発展のため 

三菱電機(株)  300,000  227,100 取引関係維持・発展のため 

アドソル日進(株)  195,000  214,500 取引関係維持・発展のため 

(株)マネースクウェア・ジャパン  1,000  179,500 取引関係維持・発展のため 

(株)ほくほくフィナンシャルグループ  750,000  142,500 金融機関との安定取引のため 

コスモ石油(株)  500,000  99,000 取引関係維持・発展のため 

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（千円） 
保有目的 

(株)三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ  846,000  472,068
株主総会における議決権行使権限

のみ有しております。 

(株)ほくほくフィナンシャルグループ  1,600,000  304,000
株主総会における議決権行使権限

のみ有しております。 
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⑩株主総会の特別決議要件 

 当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めており

ます。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを

目的とするものであります。 

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】 

②【その他重要な報酬の内容】 

 該当事項はありません。 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】 

（前連結会計年度）  

 当社グループは、監査公認会計士等に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外に次の業務を委託し、対

価を支払っております。 

  監査基準委員会報告書第18号に基づく内部統制の整備状況及び運用状況の検証業務 

（当連結会計年度） 

 当社グループは、監査公認会計士等に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外に次の業務を委託し、対

価を支払っております。 

  監査基準委員会報告書第18号に基づく内部統制の整備状況及び運用状況の検証業務 

  子会社の財務会計に関するアドバイザリー業務 

④【監査報酬の決定方針】 

 当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針は定めておりません。 

 監査報酬については、監査公認会計士等の作成する監査計画等に準拠した適切な金額を確保し、監査役会の承

認を得て決定しております。 

（２）【監査報酬の内容等】

区分 

前連結会計年度 当連結会計年度 

監査証明業務に基づく
報酬（百万円） 

非監査業務に基づく報
酬（百万円） 

監査証明業務に基づく
報酬（百万円） 

非監査業務に基づく報
酬（百万円） 

提出会社  45  －  42  －

連結子会社  219  18  198  21

計  264  18  241  21
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１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づ

いて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成24年４月１日から平成25年３月

31日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）の財務諸表について、新日

本有限責任監査法人により監査を受けております。 

３ 連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて 

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財

務会計基準機構へ加入し、また、企業会計基準委員会等の行う研修に参加しております。 

  

第５【経理の状況】
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１【連結財務諸表等】 
（１）【連結財務諸表】 
①【連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 41,365 28,633

受取手形及び売掛金 ※6  64,591 ※6  68,249

リース債権及びリース投資資産 8,942 9,322

有価証券 201 5,401

商品及び製品 2,633 3,035

仕掛品 ※9  8,278 ※9  7,091

原材料及び貯蔵品 209 200

繰延税金資産 8,027 8,523

その他 8,305 7,846

貸倒引当金 △112 △85

流動資産合計 142,442 138,219

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※3, ※8  58,635 ※3, ※8  58,133

機械装置及び運搬具（純額） 4,360 4,231

土地 ※3  22,266 ※3  21,135

リース資産（純額） 3,455 3,615

その他（純額） 6,074 6,475

有形固定資産合計 ※2  94,792 ※2  93,592

無形固定資産   

のれん ※4  3,471 ※4  1,784

その他 14,047 13,487

無形固定資産合計 17,519 15,272

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1  28,693 ※1  32,633

繰延税金資産 8,597 6,823

その他 ※1  19,986 ※1  17,577

貸倒引当金 △2,028 △1,816

投資その他の資産合計 55,248 55,218

固定資産合計 167,560 164,083

資産合計 310,003 302,302

2013/06/20 15:09:0412875007_有価証券報告書_20130620150808

- 39 -



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※6  17,917 ※6  17,692

短期借入金 ※3  23,126 ※3  32,881

1年内償還予定の社債 100 －

未払法人税等 2,341 3,112

賞与引当金 11,115 11,074

その他の引当金 322 551

その他 28,141 25,750

流動負債合計 83,065 91,063

固定負債   

長期借入金 ※3  53,288 ※3  27,668

リース債務 4,723 5,501

繰延税金負債 503 492

再評価に係る繰延税金負債 ※7  869 ※7  732

退職給付引当金 12,359 12,762

役員退職慰労引当金 107 108

その他 4,120 5,813

固定負債合計 75,972 53,079

負債合計 159,038 144,143

純資産の部   

株主資本   

資本金 10,001 10,001

資本剰余金 86,787 86,787

利益剰余金 47,673 51,596

自己株式 △25 △27

株主資本合計 144,436 148,357

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,210 4,271

土地再評価差額金 ※7  △1,718 ※7  △1,967

為替換算調整勘定 △270 △147

その他の包括利益累計額合計 △778 2,157

新株予約権 38 42

少数株主持分 7,267 7,602

純資産合計 150,965 158,159

負債純資産合計 310,003 302,302
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】 
【連結損益計算書】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

売上高 327,417 337,834

売上原価 ※2, ※7  266,159 ※2, ※7  276,935

売上総利益 61,258 60,899

販売費及び一般管理費 ※1, ※2  45,636 ※1, ※2  42,727

営業利益 15,621 18,171

営業外収益   

受取利息 23 23

受取配当金 619 565

為替差益 18 184

不動産賃貸料 266 257

貸倒引当金戻入額 270 －

その他 449 427

営業外収益合計 1,646 1,458

営業外費用   

支払利息 898 789

持分法による投資損失 202 105

貸倒引当金繰入額 － 482

その他 773 813

営業外費用合計 1,874 2,189

経常利益 15,393 17,440

特別利益   

固定資産売却益 ※3  62 ※3  44

投資有価証券売却益 1,142 95

その他 103 36

特別利益合計 1,307 175

特別損失   

固定資産除却損 ※5  249 ※5  662

減損損失 ※6  766 ※6  1,523

投資有価証券評価損 318 71

合併関連費用 ※8  381 －

構造改革費用 ※9  7,852 ※9  843

退職給付制度一部終了損 － ※10  2,609

その他 ※4  1,010 ※4  720

特別損失合計 10,579 6,431

税金等調整前当期純利益 6,121 11,185

法人税、住民税及び事業税 4,068 5,224

法人税等調整額 △170 △349

法人税等合計 3,897 4,874

少数株主損益調整前当期純利益 2,224 6,310

少数株主利益 89 441

当期純利益 2,135 5,868
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【連結包括利益計算書】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 2,224 6,310

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △514 3,108

土地再評価差額金 123 △248

為替換算調整勘定 33 169

持分法適用会社に対する持分相当額 △5 4

その他の包括利益合計 ※1  △363 ※1  3,033

包括利益 1,860 9,343

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 1,772 8,804

少数株主に係る包括利益 87 539
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③【連結株主資本等変動計算書】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 10,001 10,001

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 10,001 10,001

資本剰余金   

当期首残高 86,788 86,787

当期変動額   

自己株式の処分 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 86,787 86,787

利益剰余金   

当期首残高 47,298 47,673

当期変動額   

剰余金の配当 △1,755 △2,194

当期純利益 2,135 5,868

持分法の適用範囲の変動 △0 －

土地再評価差額金の取崩 － 248

連結子会社と非連結子会社の合併による減
少

△3 －

当期変動額合計 375 3,923

当期末残高 47,673 51,596

自己株式   

当期首残高 △24 △25

当期変動額   

自己株式の取得 △1 △2

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 △1 △2

当期末残高 △25 △27

株主資本合計   

当期首残高 144,062 144,436

当期変動額   

剰余金の配当 △1,755 △2,194

当期純利益 2,135 5,868

自己株式の取得 △1 △2

自己株式の処分 0 0

持分法の適用範囲の変動 △0 －

土地再評価差額金の取崩 － 248

連結子会社と非連結子会社の合併による減
少

△3 －

当期変動額合計 374 3,920

当期末残高 144,436 148,357
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 1,729 1,210

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △519 3,061

当期変動額合計 △519 3,061

当期末残高 1,210 4,271

土地再評価差額金   

当期首残高 △1,841 △1,718

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 123 △248

当期変動額合計 123 △248

当期末残高 △1,718 △1,967

為替換算調整勘定   

当期首残高 △303 △270

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 33 123

当期変動額合計 33 123

当期末残高 △270 △147

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 △415 △778

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △362 2,935

当期変動額合計 △362 2,935

当期末残高 △778 2,157

新株予約権   

当期首残高 29 38

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 9 3

当期変動額合計 9 3

当期末残高 38 42

少数株主持分   

当期首残高 7,434 7,267

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △166 334

当期変動額合計 △166 334

当期末残高 7,267 7,602
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

純資産合計   

当期首残高 151,110 150,965

当期変動額   

剰余金の配当 △1,755 △2,194

当期純利益 2,135 5,868

自己株式の取得 △1 △2

自己株式の処分 0 0

持分法の適用範囲の変動 △0 －

土地再評価差額金の取崩 － 248

連結子会社と非連結子会社の合併による減少 △3 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △519 3,273

当期変動額合計 △145 7,194

当期末残高 150,965 158,159
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成25年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 6,121 11,185

減価償却費 12,745 12,920

減損損失 766 1,523

固定資産除却損 249 662

投資有価証券評価損益（△は益） 318 71

のれん償却額 1,882 1,670

賞与引当金の増減額（△は減少） △8 △11

貸倒引当金の増減額（△は減少） △391 △238

退職給付引当金の増減額（△は減少） 547 413

受取利息及び受取配当金 △642 △589

支払利息 898 789

売上債権の増減額（△は増加） △5,235 △4,088

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,214 770

仕入債務の増減額（△は減少） 2,710 △71

構造改革費用 2,388 △401

その他 8,448 1,331

小計 28,585 25,936

利息及び配当金の受取額 656 578

利息の支払額 △897 △819

法人税等の支払額 △4,685 △4,180

営業活動によるキャッシュ・フロー 23,658 21,515

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の取得による支出 △400 △5,600

有形固定資産の取得による支出 △9,519 △7,454

無形固定資産の取得による支出 △4,927 △4,149

投資有価証券の売却及び償還による収入 2,314 990

敷金及び保証金の差入による支出 △2,009 △308

敷金及び保証金の回収による収入 538 2,263

その他 △1,153 △134

投資活動によるキャッシュ・フロー △15,158 △14,391

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 4,403 △4,053

長期借入れによる収入 16,637 12,500

長期借入金の返済による支出 △14,662 △24,294

社債の償還による支出 △7,500 △100

配当金の支払額 △1,755 △2,194

少数株主への配当金の支払額 △155 △199

その他 △1,197 △1,540

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,230 △19,883

現金及び現金同等物に係る換算差額 31 109

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 4,301 △12,649

現金及び現金同等物の期首残高 36,492 41,119

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 325 －

会社分割に伴う現金及び現金同等物の減少額 － △36

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  41,119 ※1  28,433
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１．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数 

前期48社、当期43社 

主要な連結子会社の名称 

ＴＩＳ株式会社 

株式会社インテック 

株式会社アグレックス 

クオリカ株式会社 

ＡＪＳ株式会社 

株式会社システムサポートはＴＩＳシステムサービス株式会社に、ソラン・エステート株式会社はＴＩＳ

トータルサービス株式会社にそれぞれ平成24年４月１日に吸収合併されたため、それぞれ連結の範囲から除

いております。 

株式会社スカイインテックは株式会社インテックアメニティに平成25年１月１日に吸収合併されたため、

連結の範囲から除いております。 

ソラン北陸株式会社は平成24年４月に所有する全株式を売却したため、連結の範囲から除いております。

また、前連結会計年度において連結子会社でありましたキャリアサービス株式会社は清算したため、連結

の範囲から除いております。 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

株式会社マイテック 

（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項 

(1）持分法適用の非連結子会社数 １社 

主要な会社名 

株式会社マイテック 

(2）持分法適用の関連会社数 ９社 

主要な会社名 

株式会社プラネット 

イーソリューションズ株式会社 

ネットイヤーグループ株式会社 

(3）持分法を適用していない非連結子会社(㈱インテック・アイティ・キャピタル他)及び関連会社（㈱新川

インフォメーションセンター他）は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）

等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重

要性がないため持分法の適用範囲から除外しております 

(4）持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度に係る財務諸表

を使用しております。  

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、TIS R&D Center,Inc.、TISI(上海)Co., Ltd.、天津提愛斯海泰信息系統有限公司、

TKSOFT SINGAPORE PTE.Ltd.、QUALICA(SHANGHAI)INC.、㈱スカイインテック、北京索浪計算機有限公司、天津

索浪数字軟件技術有限公司及び天津市雷智信息技術有限公司の決算日は12月31日であります。 

連結財務諸表の作成に当たっては12月31日現在の財務諸表を使用しておりますが、連結決算日との間に生じ

た重要な取引については連結上必要な調整を行っております。 

【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）
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４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

(イ)有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主と

して移動平均法により算定） 

時価のないもの 

主として移動平均法による原価法 

 なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融商品取引法第２条第２項によ

り有価証券とみなされるもの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な

最近の決算書類を基礎とし、持分相当額で取り込む方法によっております。 

(ロ)デリバティブ 

時価法 

(ハ)たな卸資産 

商品及び製品 

主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定） 

仕掛品 

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

原材料及び貯蔵品 

主として最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

(イ)有形固定資産（リース資産を除く） 

建物、構築物、車輌運搬具 

主として定額法 

機械装置、器具備品 

主として定率法  

(ロ)無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法 

ただし、市場販売目的のソフトウェアについては、主として、見込有効期間（３年）における見込販売

数量に基づく償却額と販売可能な残存有効期間に基づく均等配分額を比較し、いずれか大きい金額を計

上しております。また自社利用目的のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(２～５年)

に基づく定額法によっております。 

(ハ)リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリ

ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。  

(3) 重要な引当金の計上基準 

(イ)貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

(ロ)賞与引当金 

従業員賞与の支出に充てるため、支給見込額の当連結会計年度負担額を計上しております。 

(ハ)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。 

数理計算上の差異は、主として、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（５～15年）による定額法により翌連結会計年度から費用処理することとしております。過去

勤務債務は、主として、その発生時に一括処理しております。 

なお、一部の連結子会社は退職給付債務の計算にあたり、簡便法を採用しております。 
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(ニ)役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、国内連結子会社の一部は、内規に基づく期末要支給額を計上し

ております。 

(4) 重要な収益及び費用の計上基準 

(イ)受注制作のソフトウェアに係る収益の計上基準 

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる契約 

工事進行基準（進捗率の見積りは原価比例法） 

その他の契約 

工事完成基準 

(ロ）ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準 

リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。  

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。なお、在外子会社等の換算は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部

における為替換算調整勘定及び少数株主持分に含めて計上しております。 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 

(イ)ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、金利スワップについて特例処理の条件を充たしている場合

には特例処理を採用しております。 

(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象 

(ハ)ヘッジ方針 

金利スワップ取引については、金利リスクを低減する目的で行っております。 

(ニ)ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象とヘッジ手段についてそれぞれのキャッシュ・フロー総額の変動額を比較しております。た

だし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。 

(7) のれんの償却方法及び償却期間 

子会社の実態に基づいた適切な償却期間（計上後20年以内）において定額法により償却しております。 

(8) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

(9) その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

（減価償却方法の変更） 

 当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年４月１日以後に取

得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

 これによる損益に与える影響は軽微であります。 

  

ヘッジ手段   ヘッジ対象 

金利スワップ   借入金 

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）
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「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日）及び「退職給付に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日） 

  
(1）概要 
 数理計算上の差異及び過去勤務費用は、連結貸借対照表の純資産の部において税効果を調整した上で認識
し、積立状況を示す額を負債又は資産として計上する方法に改正されました。また、退職給付見込額の期間
帰属方法について、期間定額基準のほか給付算定式基準の適用が可能となったほか、割引率の算定方法が改
正されました。 
  

(2）適用予定日 
 平成26年３月期の年度末に係る連結財務諸表から適用します。ただし、退職給付見込額の期間帰属方法の
改正については、平成27年３月期の期首から適用します。なお、当該会計基準等には経過的な取り扱いが定
められているため、過去の期間の財務諸表に対しては遡及適用しません。 
  

(3）当該会計基準等の適用による影響 
 「退職給付に関する会計基準」等の適用により、当社グループの連結財務諸表に重要な影響を及ぼす見込
みです。連結貸借対照表においては、主として数理計算上の差異を発生時に認識するため純資産が変動する
見込みですが、影響額については現時点で評価中であります。 

  

（未適用の会計基準等）
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 （連結損益計算書） 

前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業外収益」の「助成金収入」は金額的重要性が乏

しくなったため、当連結会計年度においては「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を

反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。 

 この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外収益」の「助成金収入」に表示していた

百万円は、「その他」として組み替えております。 

  

 前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「為替差益」は、営業外収益の総額

の 分の を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映さ

せるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。 

 この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外収益」の「その他」に表示していた 百

万円は、「為替差益」 百万円、「その他」 百万円として組み替えております。  

   

前連結会計年度において、独立掲記しておりました「特別利益」の「負ののれん発生益」は金額的重要性

が乏しくなったため、当連結会計年度においては「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変

更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。 

 この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「特別利益」の「負ののれん発生益」に表示して

いた 百万円は、「その他」として組み替えております。 

  

前連結会計年度において、「特別利益」の「その他」に含めていた「固定資産売却益」は、特別利益の総

額の 分の を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映

させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。 

 この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「特別利益」の「その他」に表示していた 百万

円は、「固定資産売却益」 百万円、「その他」 百万円として組み替えております。 

  

 （連結キャッシュ・フロー計算書） 

前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「負ののれ

ん発生益」は金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度においては「その他」に含めて表示してお

ります。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っておりま

す。 

 この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・フ

ロー」の「負ののれん発生益」に表示していた 百万円は、「その他」として組み替えております。 

  

前連結会計年度において、独立掲記しておりました「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「子会社株

式の取得による支出」は金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度においては「その他」に含めて

表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っ

ております。 

この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「投資活動によるキャッシュ・フ

ロー」の「子会社株式の取得による支出」に表示していた 百万円は、「その他」として組み替えており

ます。 

  

前連結会計年度において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めていた「有価証券

の取得による支出」、「敷金及び保証金の回収による収入」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年

度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸

表の組替えを行っております。 

この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「投資活動によるキャッシュ・フ

ロー」の「その他」に表示していた 百万円は、「有価証券の取得による支出」 百万円、「敷金及

び保証金の回収による収入」 百万円、「その他」 百万円として組み替えております。 

  

（表示方法の変更）
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※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。 

  

※２ 有形固定資産の減価償却累計額は、次のとおりであります。 

  

※３ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は、次のとおりであります。 

  

 担保付債務は、次のとおりであります。 

  

※４ のれん及び負ののれん 

 のれんは、固定負債である負ののれんと相殺した差額を記載しております。相殺前の金額は次のとおりでありま

す。 

  

５ 保証債務 

 次の関係会社等について、金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。 

  

（連結貸借対照表関係）

  
前連結会計年度 

（平成24年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成25年３月31日） 

投資有価証券（株式） 百万円2,564 百万円2,360

投資有価証券（その他の有価証券）  362  494

その他（出資金）  289  384

  
前連結会計年度 

（平成24年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成25年３月31日） 

減価償却累計額 百万円74,203 百万円77,782

  
前連結会計年度 

（平成24年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成25年３月31日） 

建物及び構築物 百万円13,084 百万円12,579

土地  3,331  3,331

計  16,416  15,910

  
  前連結会計年度 
 （平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成25年３月31日） 

短期借入金 百万円 10 百万円10

長期借入金（1年以内に返済予定のものを含む）  803  373

計  813  383

  
前連結会計年度 

（平成24年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成25年３月31日） 

のれん 百万円3,672 百万円1,914

負ののれん  200  129

前連結会計年度 
（平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成25年３月31日） 

射水ケーブルネットワーク㈱ 百万円64 射水ケーブルネットワーク㈱ 百万円56

㈱パワー・アンド・ＩＴ  1,330 ㈱パワー・アンド・ＩＴ  1,291

計  1,394 計  1,347
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※６ 連結会計年度末日満期手形 

 連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当連結

会計年度の末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度末残高に含まれて

おります。 

  

※７ 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号 最終改正 平成13年３月31日）に基づき、平成

14年３月31日に事業用の土地の再評価を行っております。なお、再評価差額金については、土地の再評価に関する

法律の一部を改正する法律(平成11年３月31日公布法律第24号)に基づき、当該評価差額に係る税金相当額を「再評

価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部

に計上しております。 

・再評価の方法…土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定め

る地価税法（平成３年法律第69号）第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土

地の価額を算出するために国税庁長官が定めて公表した方法により算出した価額に合理的な調

整を行って算出しております。 

・再評価を行った年月日…平成14年３月31日 

  

※８ 圧縮記帳額 

 有形固定資産の取得価額から控除している国庫補助金等による圧縮記帳累計額及びその内訳は以下のとおりであ

ります。 

  

※９ 損失が見込まれる請負契約に係る仕掛品は、これに対応する受注損失引当金と相殺表示しております。相殺表示

した仕掛品に対応する受注損失引当金の額は次のとおりであります。 

  

  
前連結会計年度 

（平成24年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成25年３月31日） 

受取手形 百万円287 百万円68

支払手形  296  194

  
前連結会計年度 

（平成24年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成25年３月31日） 

圧縮記帳額 百万円76 百万円76

（うち、建物及び構築物）  76  76

  
前連結会計年度 

（平成24年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成25年３月31日） 

仕掛品 百万円418 百万円1,407
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※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

  

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額 

  

※３ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

  

※４ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 

  

※５ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

  

（連結損益計算書関係）

  
前連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

従業員給与  百万円15,301 百万円13,402

賞与引当金繰入額  919  1,822

貸倒引当金繰入額   44  26

退職給付費用   1,023  1,006

役員退職慰労引当金繰入額  40  9

前連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

百万円 962 百万円 1,002

前連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

建物及び構築物 百万円 －   百万円 43

ソフトウェア  58    －

その他  4    0

計  62    44

前連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

建物及び構築物 百万円－   百万円1

機械装置及び運搬具  1    0

土地  18    38

その他  9    －

計  28    39

前連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

建物及び構築物 百万円79   百万円134

機械装置及び運搬具  87    53

ソフトウェア  11    413

その他  72    59

計  249    662
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※６ 減損損失 

 当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。 

前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

（資産のグルーピングの方法） 

 当社グループは、各社事業本部、地域、サービス区分により、また賃貸不動産については個別の物件ごとに

資産グループの単位としております。なお、プロジェクト特有の資産を有する場合には、個別にグルーピング

を行っております。 

（減損損失の認識に至った経緯） 

業務用資産につきましては、開発用固定資産における収益性の低下により、投資額の回収が見込めなくなっ

たことから帳簿価額の全額を、また、社内システムにつきましては、将来の費用削減効果が低下していると判

断し、減損損失として特別損失に計上しております。 

その他に含まれる全資産につきましては、将来の使用見込みがないと判断されたものについて、減損損失と

して特別損失に計上しております。  

（回収可能価額の算定方法） 

主として業務用資産の内、市場販売目的のソフトウェアについては、見込み販売数量により将来回収可能価

額を計算しており、また、その他の業務用資産及びその他については、その使用価値を見積もった結果回収可

能性が認められないため、回収可能価額をゼロとして帳簿価額の全額を減損損失として計上しております。  

  

当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 

（資産のグルーピングの方法） 

 当社グループは、各社事業本部、地域、サービス区分により、また賃貸不動産については個別の物件ごとに

資産グループの単位としております。なお、プロジェクト特有の資産を有する場合には、個別にグルーピング

を行っております。 

用途 場所 種類 
減損損失 

（百万円） 

業務用資産 
㈱インテック 

（富山県富山市） 
ソフトウェア 321

業務用資産 
ＴＩＳ㈱ 

（東京都新宿区） 
ソフトウェア 229

その他    建物、器具備品他 215

    合計 766

用途 場所 種類 
減損損失 

（百万円） 

業務用資産 
㈱インテック 

（富山県富山市） 
建物、土地、ソフトウェア他  511

業務用資産 
㈱ネクスウェイ 

（東京都新宿区） 
ソフトウェア 292

全社資産 
ＴＩＳ㈱ 

（神奈川県横浜市） 
土地  520

その他    建物、土地、ソフトウェア他 199

    合計 1,523
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（減損損失の認識に至った経緯） 

業務用資産につきましては、開発用固定資産における収益性の低下により、投資額の回収が見込めなくなっ

たことから帳簿価額の全額を、また、社内システムにつきましては、将来の費用削減効果が低下していると判

断し、減損損失として特別損失に計上しております。 

全社資産及びその他に含まれる全資産につきましては、将来の使用見込みがないと判断されたものについ

て、減損損失として特別損失に計上しております。 

（回収可能価額の算定方法） 

 主として業務用資産の内、市場販売目的のソフトウェアについては見込み販売数量により将来回収可能価額

を計算しており、また、その他の業務用資産及びその他については、その使用価値を見積もった結果回収可能

性が認められないため、回収可能価額をゼロとして帳簿価額の全額を減損損失として計上しております。 

 全社資産の回収可能価額については、正味売却価額により測定しております。 

  

※７ 売上原価に含まれている受注損失引当金繰入額 

  

※８ 合併関連費用は、連結子会社の合併に伴い発生した費用であります。 

  

※９ 構造改革費用の内容は以下の通りであります。 

前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

 主にグループ会社のオフィス移転・集約に係る費用及び連結子会社のＴＩＳ株式会社における特別転身支援プ

ログラムの実施に係る費用であります。  

当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 

 グループ会社において原価構造の改革を行っており、その改革のために発生した退職加算金の支払いによる費

用であります。 

  

※10 退職給付制度一部終了損は、一部のグループ会社において退職金・企業年金制度を確定拠出年金制度に移行し

たことによる費用であります。 

  

前連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

百万円 590 百万円 1,291
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 ※１  その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額 

   

（連結包括利益計算書関係）

  
前連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

その他有価証券評価差額金： 

当期発生額 百万円 △2,132 百万円 4,458

組替調整額  351  97

税効果調整前  △1,781  4,555

税効果額  1,266  △1,447

その他有価証券評価差額金  △514  3,108

土地再評価差額金：     

税効果額  123  △248

為替換算調整勘定：     

当期発生額  33  169

持分法適用会社に対する持分相当額：     

当期発生額  △5  4

その他の包括利益合計  △363  3,033

2013/06/20 15:09:0412875007_有価証券報告書_20130620150808

- 57 -



前連結会計年度（自平成23年４月１日 至平成24年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１ 普通株式の自己株式の株式数の増加1,610株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

    ２ 普通株式の自己株式の株式数の減少113株は、単元未満株式の売り渡しによる減少であります。 

    ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
当連結会計年度期
首株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式   87,789,098  －  －  87,789,098

合計  87,789,098  －  －  87,789,098

自己株式         

普通株式 （注）１，２  15,385  1,610  113  16,882

合計  15,385  1,610  113  16,882

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種

類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当連結会計
年度末残高
（百万円）

当連結会計
年度期首 

当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

 連結子会社  －  －  －  －  －  －  38

 合計  －  －  －  －  －  38

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成23年６月24日 

定時株主総会 
普通株式  1,755  20 平成23年３月31日 平成23年６月27日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成24年６月26日 

定時株主総会 
普通株式  1,579 利益剰余金  18 平成24年３月31日 平成24年６月27日
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当連結会計年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１ 普通株式の自己株式の株式数の増加2,208株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

    ２ 普通株式の自己株式の株式数の減少44株は、単元未満株式の売り渡しによる減少であります。 

    ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

  
当連結会計年度期
首株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式   87,789,098  －  －  87,789,098

合計  87,789,098  －  －  87,789,098

自己株式         

普通株式 （注）１，２  16,882  2,208  44  19,046

合計  16,882  2,208  44  19,046

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種

類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当連結会計
年度末残高
（百万円）

当連結会計
年度期首 

当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

 連結子会社  －  －  －  －  －  －  42

 合計  －  －  －  －  －  42

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成24年６月26日 

定時株主総会 
普通株式  1,579  18 平成24年３月31日 平成24年６月27日 

平成24年10月31日 

取締役会 
普通株式  614  7 平成24年９月30日 平成24年12月10日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成25年６月25日 

定時株主総会 
普通株式  1,228 利益剰余金  14 平成25年３月31日 平成25年６月26日
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※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

   

２  重要な非資金取引の内容 

ファイナンス・リース取引に係る資産及び債務の額 

  

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  
  
  

前連結会計年度 
（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日） 

現金及び預金勘定 41,365百万円 28,633百万円 

有価証券勘定 201  5,401  

計 41,566  34,034  

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △347  △301  

取得日から償還期までの期間が３ヶ月を超え

る債券等  
△100  △5,299  

現金及び現金同等物 41,119  28,433  

  
前連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

ファイナンス・リース取引に係る資産 

及び債務の額 
2,770百万円 2,156百万円 
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（借主側） 

１．ファイナンス・リース取引 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

①  リース資産の内容 

(ア）有形固定資産 

アウトソーシング事業における機械装置等（機械装置及び器具備品）であります。  

(イ）無形固定資産 

ソフトウエアであります。 

②  リース資産の減価償却の方法 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項  （2）重要な減価償却資産

の減価償却の方法」に記載のとおりであります。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおりでありま

す。 

  

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

  

  （注）  取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。 

   

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

  （注）  未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。 

  

（リース取引関係）

  （単位：百万円）

  前連結会計年度（平成24年３月31日） 

  取得価額相当額 
減価償却累計額 

相当額 
期末残高相当額 

機械装置及び運搬具  196  148  48

器具備品  718  654  63

その他  207  185  22

合計  1,122  987  134

  当連結会計年度（平成25年３月31日） 

  取得価額相当額 
減価償却累計額 

相当額 
期末残高相当額 

機械装置及び運搬具  80  50  29

器具備品  66  58  8

その他  59  54  5

合計  206  163  43

  （単位：百万円）

  
前連結会計年度 

（平成24年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成25年３月31日） 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 419  78

１年超 78  18

合計 497  97

2013/06/20 15:09:0412875007_有価証券報告書_20130620150808

- 61 -



(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

  

(4）減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

  

(5）利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法

によっております。  

  

２．オペレーティング・リース取引 

  オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 

  

  

  （単位：百万円）

  
前連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

支払リース料 601  331

減価償却費相当額 536  302

支払利息相当額 57  6

  （単位：百万円）

  
前連結会計年度 

（平成24年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成25年３月31日） 

１年内 1,547  3,054

１年超 21,342  20,423

合計 22,890  23,478
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（貸主側） 

１．ファイナンス・リース取引 

(1）リース投資資産の内訳 

  

  

(2）リース債権及びリース投資資産に係るリース料債権部分の連結決算日後の回収予定額 

  

  

  

２．オペレーティング・リース取引 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 

  

①  流動資産 （単位：百万円）

  
前連結会計年度 

（平成24年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成25年３月31日） 

リース料債権部分 8,770  9,040

見積残存価額部分 －  －

受取利息相当額 △424  △344

リース投資資産 8,346  8,695

①  流動資産 （単位：百万円）

  
前連結会計年度 

（平成24年３月31日） 

  １年以内 
１年超 
２年以内 

２年超 
３年以内 

３年超 
４年以内 

４年超 
５年以内 

５年超 

リース債権  185 164 126 84  49  1

リース投資資産  3,102 2,300 1,691 1,068  424  182

  （単位：百万円）

  
当連結会計年度 

（平成25年３月31日） 

  １年以内 
１年超 
２年以内 

２年超 
３年以内 

３年超 
４年以内 

４年超 
５年以内 

５年超 

リース債権  227 171 128 91  21  0

リース投資資産  3,065 2,376 1,753 1,094  432  317

  （単位：百万円）

  
前連結会計年度 

（平成24年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成25年３月31日） 

１年内 44  67

１年超 59  112

合計 104  180
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１．金融商品の状況に関する事項 

(1)金融商品に対する取組方針 

 当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しております。一時的な余資

は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。デリバティブ

は、借入金の金利変動リスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。 

(2)金融商品の内容及びそのリスク 

 営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。有価証券は、主に譲渡性預金

であり、市場価格の変動リスクに晒されております。また、投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の

株式であり、一部は市場価格の変動リスクに晒されております。 

 営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。借入金等について、

短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投資に必要な資金の調達及び安定的な

資金残高を確保するための資金調達であります。このうち長期借入金の一部は、変動金利であるため金利の変動

リスクに晒されており、一部の連結子会社はデリバティブ取引（金利スワップ取引）を利用してヘッジしており

ます。 

 デリバティブ取引は、長期借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取引

であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等に

ついては、前述の連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項 (6)重要

なヘッジ会計の方法」をご参照下さい。 

(3)金融商品に係るリスク管理体制 

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

 当社グループは、リスク管理規程等に従い、取引先ごとに期日および残高の管理を行うと共に、財務状況等の

悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図り、主な取引先の信用状況を定期的に把握しております。 

 デリバティブ取引の利用にあたっては、信用リスクを軽減するため、格付の高い金融機関とのみ取引を行って

おります。 

②市場リスク（金利等の変動リスク）の管理 

 一部の連結子会社は、長期借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利スワップ取引を利用し

ております。 

 有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握すると共

に、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。 

 デリバティブ取引につきましては、各社の社内規程に基づき、取締役会等における承認に従って取引を行い、

記帳および取引先との残高照合等を行っております。また、取引実績についても、半年毎に取締役会等に報告し

ております。 

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

 当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維

持などにより流動性リスクを管理しております。 

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明  

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。また、注記事項「デリバティブ取引関係」におけるデリバティブ取引に関する契約額等について

は、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。  

  

（金融商品関係）
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２．金融商品の時価等に関する事項 

  連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握すること

が極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。 

 前連結会計年度（平成24年３月31日） 

  (*1)個別に計上している貸倒引当金を控除しております。 

 当連結会計年度（平成25年３月31日） 

  (*1)個別に計上している貸倒引当金を控除しております。 

  
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

(1）現金及び預金  41,365  41,365  －

(2）受取手形及び売掛金  64,591   

       貸倒引当金(*1)  △21     

   64,569  64,569  －

(3）リース債権及びリース投資資産  8,942  8,905  △37

(4) 有価証券及び投資有価証券  9,625  10,090  464

  資産計  124,502  124,929  427

(1）支払手形及び買掛金  17,917  17,917  －

(2）短期借入金  4,882  4,882  －

(3) 社債（１年内償還予定の社債含む）    100  100  －

(4) 長期借入金（１年内返済長期借入金含

む） 
 71,533  71,586  52

  負債計  94,433  94,486  52

 デリバティブ取引  －  －  －

  
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

(1）現金及び預金  28,633  28,633  －

(2）受取手形及び売掛金  68,249   

       貸倒引当金(*1)  △16     

   68,232  68,232  －

(3）リース債権及びリース投資資産  9,322   

       貸倒引当金(*1)  △16     

   9,305  9,332  27

(4) 有価証券及び投資有価証券  19,028  19,323  294

  資産計  125,200  125,522  322

(1）支払手形及び買掛金  17,692  17,692  －

(2）短期借入金  808  808  －

(3) 社債（１年内償還予定の社債含む）    －  －  －

(4) 長期借入金（１年内返済長期借入金含

む） 
 59,742  59,803  60

  負債計  78,242  78,303  60

 デリバティブ取引  －  －  －
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 （注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資 産  

(1)現金及び預金、並びに(2)受取手形及び売掛金 

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。 

(3)リース債権及びリース投資資産 

 これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を満期までの期間及び信用リスクを

加味した利率により割り引いた現在価値によっております。 

(4)有価証券及び投資有価証券 

 これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関

から提示された価格によっており、また、譲渡預金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほ

ぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

 また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照下さ

い。 

負 債  

(1)支払手形及び買掛金、並びに(2)短期借入金 

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。 

(3)社債 

 社債については、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、実行後信用状態は大

きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によ

っております。固定金利によるものは、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味

した利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

(4)長期借入金 

 長期借入金については、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、実行後信用状

態は大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価

額によっております。固定金利によるものは、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想

定される利率で割り引いて算定する方法によっております。なお、一部の変動金利による長期借入金

は金利スワップの特例処理の対象とされており（下記参照）、当該金利スワップと一体として処理さ

れた元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて

算定する方法によっております。 

デリバティブ取引 

 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理され

ているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。  

   

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、 

「（4）有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。 

  

  （単位：百万円）

区分 
前連結会計年度 

（平成24年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成25年３月31日） 

非上場株式  18,205  17,819

投資事業組合出資金  832  855

ＭＭＦ等  231  331
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３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額 

前連結会計年度（平成24年３月31日） 

  

当連結会計年度（平成25年３月31日） 

  

４. 社債、長期借入金、リース債務及びその他有利子負債の連結決算日後の返済予定額 

前連結会計年度（平成24年３月31日） 

  

当連結会計年度（平成25年３月31日） 

  
１年以内 

  (百万円）  

１年超 
５年以内 
 (百万円） 

５年超 
10年以内 
 (百万円） 

10年超 
 (百万円） 

現金及び預金  40,995  －  －  －

受取手形及び売掛金  64,581  8  0  －

リース債権及びリース投資資産  3,097  5,781  63  －

有価証券及び投資有価証券         

その他有価証券のうち満期が

あるもの 
         

(1) 債券（社債）  －  285  －  －

(2) 譲渡性預金  －  －  －  －

合計  108,675  6,075  63  －

  
１年以内 

  (百万円）  

１年超 
５年以内 
 (百万円） 

５年超 
10年以内 
 (百万円） 

10年超 
 (百万円） 

現金及び預金  28,590  －  －  －

受取手形及び売掛金  68,248  0  －  －

リース債権及びリース投資資産  3,145  5,952  224  －

有価証券及び投資有価証券         

その他有価証券のうち満期が

あるもの 
         

(1) 債券（社債）  199  234  －  －

(2) 譲渡性預金  5,000  －  －  －

合計  105,184  6,187  224  －

  
１年以内 

（百万円） 

１年超 
２年以内 

（百万円） 

２年超 
３年以内 
（百万円） 

３年超 
４年以内 

（百万円） 

４年超 
５年以内 

（百万円） 

５年超 
（百万円） 

短期借入金  4,882  －  －  －  －  －

社債  100  －  －  －  －  －

長期借入金  18,244  29,425  9,421  6,229  8,212  －

リース債務  2,566  1,949  1,353  888  430  101

合計  25,793  31,374  10,774  7,117  8,643  101

  
１年以内 

（百万円） 

１年超 
２年以内 

（百万円） 

２年超 
３年以内 
（百万円） 

３年超 
４年以内 

（百万円） 

４年超 
５年以内 

（百万円） 

５年超 
（百万円） 

短期借入金  808  －  －  －  －  －

長期借入金  32,073  12,070  8,877  5,495  1,225  －

リース債務  2,669  2,099  1,643  1,139  468  151

合計  35,551  14,169  10,521  6,635  1,693  151
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１．売買目的有価証券 

前連結会計年度（平成24年３月31日） 

 該当事項はありません。  

  

当連結会計年度（平成25年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

２．満期保有目的の債券 

前連結会計年度（平成24年３月31日） 

 該当事項はありません。  

  

当連結会計年度（平成25年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

３．その他有価証券 

前連結会計年度（平成24年３月31日） 

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額 16,194百万円）、投資事業組合出資（連結貸借対照表計上 832百万円）

及びＭＭＦ等（連結貸借対照表計上額 231百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極め

て困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

  

（有価証券関係）

  種類 
連結貸借対照表計上
額（百万円） 

取得原価（百万円） 差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の 

(1）株式  6,211  3,563  2,648

(2）債券       

①  国債・地方債

等 
 －  －  －

②  社債  250  250  0

③  その他  －  －  －

(3）その他  －  －  －

小計  6,461  3,813  2,648

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの 

(1）株式  2,220  2,587  △367

(2）債券       

①  国債・地方債

等 
 －  －  －

②  社債  34  35  △0

③  その他  4  5  △1

(3）その他  352  424  △72

小計  2,610  3,052  △441

合計  9,072  6,865  2,206
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当連結会計年度（平成25年３月31日） 

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額 16,034百万円）、投資事業組合出資（連結貸借対照表計上 855百万円）

及びＭＭＦ等（連結貸借対照表計上額 331百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極め

て困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

  

４．売却したその他有価証券 

前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

  

  種類 
連結貸借対照表計上
額（百万円） 

取得原価（百万円） 差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の 

(1）株式  11,653  4,738  6,914

(2）債券       

①  国債・地方債

等 
 －  －  －

②  社債  110  110  0

③  その他  －  －  －

(3）その他  56  50  5

小計  11,820  4,898  6,921

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの 

(1）株式  1,154  1,463  △308

(2）債券       

①  国債・地方債

等 
 －  －  －

②  社債  252  255  △2

③  その他  4  5  △0

(3）その他  5,221  5,232  △11

小計  6,633  6,956  △322

合計  18,453  11,855  6,598

種類 売却額（百万円） 
売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

(1）株式 2,186 1,142  688

(2）債券       

①  国債・地方債等 － －  －

②  社債 － －  －

③  その他 6 －  －

(3）その他 2,914 －  3

合計 5,108 1,142  692
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当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 

   

５．減損処理を行った有価証券 

 前連結会計年度において、有価証券について116百万円減損処理を行っております。 

 当連結会計年度において、有価証券について70百万円減損処理を行っております。 

  

種類 売却額（百万円） 
売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

(1）株式 343 69  △75

(2）債券       

①  国債・地方債等 － －  －

②  社債 133 3  －

③  その他 365 －  △19

(3）その他 2,269 －  －

合計 3,111 72  △94
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  １. ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 

(1)通貨関連 

前連結会計年度（平成24年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（平成25年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

(2)金利関連 

前連結会計年度（平成24年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（平成25年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

    ２. ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 

(1)通貨関連 

  前連結会計年度（平成24年３月31日） 

 該当事項はありません。 

   

  当連結会計年度（平成25年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

(2)金利関連 

前連結会計年度（平成24年３月31日） 

 (注) 金利スワップ特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、

その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。 

  

当連結会計年度（平成25年３月31日） 

 (注) 金利スワップ特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、

その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。 

  

（デリバティブ取引関係）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象 
契約額等 
（百万円） 

契約額等のうち
１年超 

（百万円） 

時価 
(百万円) 

金利スワップの 
特例処理 

金利スワップ取引         

変動受取・固定支払 長期借入金  1,300  410 （注） 

合計  1,300  410

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象 
契約額等 
（百万円） 

契約額等のうち
１年超 

（百万円） 

時価 
(百万円) 

金利スワップの 
特例処理 

金利スワップ取引         

変動受取・固定支払 長期借入金  410  － （注） 

合計  410  －
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１．採用している退職給付制度の概要 

  一部の連結子会社は、退職給付制度として、確定給付企業年金法に基づく企業年金制度、確定拠出年金制度、適格

退職年金制度及び退職一時金制度を設けております。 

  また、一部の連結子会社は、退職金共済契約に加入しており、退職給付債務の計算から除外しております。 

 なお、一部の連結子会社は、複数事業主制度としての総合設立型の厚生年金基金(全国情報サービス産業厚生年金

基金)に加入しておりますが、その拠出に対応する年金資産を合理的に計算することができないため、退職給付債務

の計算には含めておりません。 

 当該複数事業主制度に関する事項は次のとおりであります。 

(1)制度全体の積立状況に関する事項 

  
(2)制度全体に占める一部の連結子会社の掛金拠出割合   

                      1.8％ 
  
(3)補足説明 

 上記(1)の差引額は、年金財政計算上の過去勤務債務残高 百万円及び不足金 百万円であります。 

 なお、上記(2)の割合は一部の連結子会社の実際の負担割合とは一致しません。  

  

２．退職給付債務に関する事項 

 （注） 一部の連結子会社は退職給付債務の計算にあたり、簡便法を採用しております。 

３．退職給付費用に関する事項 

 （注） 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は(1）勤務費用に計上しております。 

（退職給付関係）

年金資産の額  百万円470,484

年金財政計算上の給付債務の額  百万円522,506

差引額  百万円△52,021

391 51,629

  前連結会計年度 
（平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成25年３月31日）

(1）退職給付債務（百万円）  △47,417   △41,879   

(2）年金資産（百万円）  27,707   25,291   

(3）未積立退職給付債務(1）＋(2）（百万円）  △19,710   △16,587   

(4）未認識数理計算上の差異（百万円）  9,668   8,650   

(5）未認識過去勤務債務（債務の減額）（百万円）  △1,175   △3,146   

(6）連結貸借対照表計上額純額(3）＋(4）＋(5）（百万円)  △11,217   △11,083   

(7）前払年金費用（百万円）  △1,141   △1,678   

(8）退職給付引当金(6）－(7）（百万円）  △12,359   △12,762   

  
前連結会計年度 

（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日） 

退職給付費用（百万円）  5,943  7,005

(1）勤務費用（百万円）  2,717  2,712

(2）利息費用（百万円）  1,045  1,007

(3）期待運用収益（百万円）  △689  △638

(4）数理計算上の差異の費用処理額（百万円）  1,563  3,550

(5）過去勤務債務の費用減額処理額（百万円）  △342  △1,187

(6）確定拠出年金への支払額（百万円）  1,317  1,204

(7）厚生年金基金掛金拠出額（百万円）  325  323

(8）退職金共済への拠出額（百万円）  6  8
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４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

(1）退職給付見込額の期間配分方法 

期間定額基準 

  

(2）割引率 

  

(3）期待運用収益率 

  

(4）数理計算上の差異の処理年数 

 5年～15年  

 ただし、翌連結会計年度から費用処理することとしております。 

(5）過去勤務債務の処理年数 

 1年～14年  

  

前連結会計年度 
（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日） 

1.7％から2.5％ 1.1％から2.0％ 

前連結会計年度 
（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日） 

1.5％から3.5％ 1.5％から3.5％ 
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 １．ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名  

 ２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

 (1) ストック・オプションの内容 

（ストック・オプション等関係）

  （単位：百万円）

  
前連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

売上原価の株式報酬費 －  －

一般管理費の株式報酬費 9  12

  
連結子会社 

平成14年7月23日決議
ストックオプション 

連結子会社 
平成17年8月25日決議 
 ストックオプション 

連結子会社 
平成20年9月5日決議 
ストックオプション 

① 

連結子会社 
平成20年9月5日決議 
ストックオプション 

② 

付与対象者の区分及び数 子会社取締役  1名 子会社取締役  5名 子会社取締役  1名 
子会社取締役  6名 

子会社執行役員 2名 

株式の種類別のストッ
ク・オプションの数 

普通株式 787.50株 普通株式 10,000株 普通株式 550.00株 普通株式 435.00株 

付与日 平成14年７月23日 平成18年３月１日 平成20年９月12日 平成20年９月12日 

権利確定条件 
他付与契約に定める権
利喪失事由に該当しな
い場合。 

権利確定条件は付され

ておりません。 

権利行使時点で当社の
取締役、監査役又は執
行役員若しくは当社の
子会社の取締役、監査
役又は執行役員たる地
位を有する時。但し、
当社の取締役会の承認
を得た場合を含み、そ
の他付与契約に定める
権利喪失事由に該当す
る場合を除く。 

権利行使時点で当社の
取締役、監査役、執行
役員、従業員又は顧問
若しくは当社の子会社
の取締役、監査役、執
行役員又は従業員たる
地位を有する時。但
し、当社の取締役会の
承認を得た場合を含
み、その他付与契約に
定める権利喪失事由に
該当する場合を除く。

対象勤務期間 
自 平成14年７月23日
至 平成15年４月15日

対象勤務期間の定め

はない 

自 平成20年９月12日
至 平成20年９月15日 

自 平成20年９月12日
至 平成20年９月15日

権利行使期間 
自 平成15年４月16日
至 平成24年４月15日

自 平成19年８月26日
至 平成27年８月25日 

自 平成20年９月16日
至 平成28年７月31日 

自 平成20年９月16日
至 平成28年７月31日
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（注）１ 株式数に換算して記載しております。 

   ２ 権利行使期間の開始日は、連結子会社の株式が取引所への上場その他取引所と類推される団体への登録もしく

は上場等が行われた日の翌日から１年を経過した日とのいずれか遅い日であります。 

   ３ 対象勤務期間の終了日は、注２により決定されます。  

  

連結子会社 
平成20年9月5日決議 
ストックオプション 

③ 

連結子会社 
平成20年9月5日決議 
ストックオプション 

⑤ 

連結子会社 
平成20年7月24日決議  
 ストックオプション 

連結子会社 
平成21年7月24日決議 
 ストックオプション 

付与対象者の区分及び数 

子会社取締役   7名 

子会社執行役員 2名 

子会社従業員  90名 

子会社取締役  2名 

子会社従業員 46名  
子会社取締役  4名 子会社取締役  4名 

株式の種類別のストッ
ク・オプションの数 

普通株式 929.00株 普通株式 75.00株 普通株式 11,300株 普通株式 16,000株 

付与日 平成20年９月12日 平成21年３月31日 平成20年８月20日 平成21年８月20日 

権利確定条件 

権利行使時点で当社の
取締役、監査役、執行
役員、従業員又は顧問
若しくは当社の子会社
の取締役、監査役、執
行役員又は従業員たる
地位を有する時。但
し、当社の取締役会の
承認を得た場合を含
み、その他付与契約に
定める権利喪失事由に
該当する場合を除く。

権利行使時点で当社の
取締役、監査役、執行
役員、従業員又は顧問
若しくは当社の子会社
の取締役、監査役、執
行役員又は従業員たる
地位を有する時。但
し、当社の取締役会の
承認を得た場合を含
み、その他付与契約に
定める権利喪失事由に
該当する場合を除く。

取締役の地位を喪失し
た日の翌日から10日間
以内 

取締役の地位を喪失し

た日の翌日から10日間

以内 

対象勤務期間 
自 平成20年９月12日
至 平成22年９月30日

（注）3 

自 平成21年３月31日
至 平成22年９月30日

（注）3 

対象勤務期間の定め

はない 

対象勤務期間の定め

はない 

権利行使期間 
自 平成22年10月１日
至 平成28年７月31日

（注）2 

自 平成22年10月１日
至 平成28年７月31日

（注）2 

自 平成20年８月21日
至 平成45年８月20日  

自 平成21年８月21日
至 平成46年８月20日 

  
連結子会社 

平成22年7月29日決議 
 ストックオプション 

連結子会社 
平成23年7月29日決議 
 ストックオプション 

連結子会社 
平成24年7月27日決議  
 ストックオプション  

付与対象者の区分及び数 子会社取締役  4名 子会社取締役  4名 子会社取締役  5名 

株式の種類別のストッ

ク・オプションの数 
普通株式 17,800株 普通株式 16,600株 普通株式 19,300株 

付与日 平成22年８月20日 平成23年８月19日 平成24年８月20日 

権利確定条件 

取締役の地位を喪失し

た日の翌日から10日間

以内 

取締役の地位を喪失し

た日の翌日から10日間

以内 

取締役の地位を喪失し

た日の翌日から10日間

以内 

対象勤務期間 
対象勤務期間の定め

はない 

対象勤務期間の定め

はない 

対象勤務期間の定め

はない 

権利行使期間 
自 平成22年８月21日
至 平成47年８月20日 

自 平成23年８月20日
至 平成48年８月19日 

自 平成24年８月21日
至 平成49年８月20日  

2013/06/20 15:09:0412875007_有価証券報告書_20130620150808

- 75 -



  (2) ストック・オプションの規模及びその変動状況 

当連結会計年度（平成25年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプション

の数については、株式数に換算して記載しております。 

  

①ストック・オプションの数 

  
連結子会社 

平成14年7月23日決議

連結子会社 

平成17年8月25日決議

ストックオプション 

連結子会社 

平成20年9月5日決議 

ストックオプション

①  

連結子会社 

平成20年9月5日決議 

ストックオプション

②  

権利確定前  （株）         

前連結会計年度末  －  －  －  －

付与  －  －  －  －

失効  －  －  －  －

権利確定  －  －  －  －

未確定残  －  －  －  －

権利確定後  （株）         

前連結会計年度末  787.50  8,500  550.00  365.00

権利確定  －  －  －  －

権利行使  －  －  －  －

失効  787.50  －  －  －

未行使残  －  8,500  550.00  365.00

  

連結子会社 

平成20年9月5日決議 

ストックオプション 

③ 

連結子会社 

平成20年9月5日決議 

ストックオプション

⑤  

連結子会社 

平成20年7月24日決議 

ストックオプション  

連結子会社 

平成21年7月24日決議

ストックオプション 

権利確定前  （株）         

前連結会計年度末  704.00  15.00  11,300  16,000

付与  －  －  －  －

失効  －  －  －  －

権利確定  －  －  2,600  3,700

未確定残  704.00  15.00  8,700  12,300

権利確定後  （株）         

前連結会計年度末  －  －  －  －

権利確定  －  －  2,600  3,700

権利行使  －  －  2,600  3,700

失効  －  －  －  －

未行使残  －  －  －  －
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② 単価情報 

  

  

連結子会社 

平成22年7月29日決議

ストックオプション 

連結子会社 

平成23年7月29日決議

ストックオプション 

連結子会社 

平成24年7月27日決議 

ストックオプション 

権利確定前  （株）       

前連結会計年度末  17,800  16,600  －

付与  －  －  19,300

失効  －  －  －

権利確定  4,100  3,800  －

未確定残  13,700  12,800  19,300

権利確定後  （株）       

前連結会計年度末  －  －  －

権利確定  4,100  3,800  －

権利行使  4,100  3,800  －

失効  －  －  －

未行使残  －  －  －

  
連結子会社  

平成14年7月23日決議
ストックオプション 

連結子会社 
平成17年8月25日決議
ストックオプション 

連結子会社 
平成20年9月5日決議 
ストックオプション

①  

連結子会社  
平成20年9月5日決議 
ストックオプション

②  

権利行使価格 （円）     121,745  4,200  93,466  93,446

行使時平均株価（円）  －  －  －  －

公正な評価単価（付与

日）（円） 
 －  －  －  －

  

連結子会社 
平成20年9月5日決議 
ストックオプション

③  

連結子会社 
平成20年9月5日決議 
ストックオプション

⑤  

連結子会社 
平成20年7月24日決議 
ストックオプション  

連結子会社 
平成21年7月24日決議
ストックオプション 

権利行使価格 （円）  93,446  93,466  1  1

行使時平均株価（円）  －  －  749  749

公正な評価単価（付与

日）（円） 
 －  －  707  670

  
連結子会社 

平成22年7月29日決議
ストックオプション 

連結子会社 
平成23年7月29日決議
ストックオプション 

連結子会社 
平成24年7月27日決議 
ストックオプション  

権利行使価格 （円）  1  1  1

行使時平均株価（円）  749  749  －

公正な評価単価（付与

日）（円） 
 588  569  648
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 ３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

当連結会計年度において付与された平成24年ストック・オプションについての公正な評価単価の見積方法は以下の

とおりであります。 

   ①  使用した評価技法          ブラック・ショールズ式 

   ②  主な基礎数値及び見積方法 

（注）１．6.6年（平成18年１月５日から平成24年8月20日まで）の株価実績に基づき算定しております。 

２．在職中の役員の定年までの年数の平均値に行使可能期間の10日を加算した必日数経過した時点で行使

されるものと推定して、見積もっております。 

３．平成24年３月期の配当実績によっております。 

４．予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りであります。 

  

 ４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

     基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しており

ます。 

  

  

  平成24年ストック・オプション 

 株価変動性（注）１ ％ 23.30

 予想残存期間（注）２ 年 6.6

 予想配当（注）３ 円 20

 無リスク利子率（注）４ ％ 0.427
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１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  （注） 前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれ

ております。 

  

  

（税効果会計関係）

  
前連結会計年度 

（平成24年３月31日）
当連結会計年度 

（平成25年３月31日） 

繰延税金資産    

未払事業税 百万円309  百万円381

貸倒引当金損金算入限度超過額  882   808

賞与引当金損金算入限度超過額   4,214   4,228

減価償却超過額   891   765

減損損失   729   738

繰越欠損金   5,095   4,096

退職給付引当金  5,596   6,157

投資有価証券評価損   1,467   1,917

棚卸資産評価損  274   648

資産除去債務   1,324   1,203

未実現利益消去に伴う計上額   1,573   1,649

その他  2,796   2,814

繰延税金資産小計  25,157   25,410

評価性引当額  △5,977   △6,056

繰延税金資産合計  19,179   19,353

繰延税金負債      

退職給付信託設定益   △676   △676

前払年金費用   △755   △659

その他有価証券評価差額金  △1,283   △2,753

有形固定資産(資産除去債務)   △305   △320

その他  △58   △91

繰延税金負債合計  △3,080   △4,501

繰延税金資産の純額  16,099   14,851

  
前連結会計年度 

（平成24年３月31日）
当連結会計年度 

（平成25年３月31日） 

流動資産－繰延税金資産 百万円8,027  百万円8,523

固定資産－繰延税金資産  8,597   6,823

流動負債－その他  △21   △3

固定負債－繰延税金負債  △503   △492
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳 

  

  

該当事項はありません。  

  
前連結会計年度 

（平成24年３月31日）
当連結会計年度 

（平成25年３月31日） 

法定実効税率 ％ 40.7  ％ 38.0

（調整）      

交際費等永久に損金に算入されない項目  2.6   1.3

受取配当金等永久に益金に算入されない項目  △1.8   △0.7

住民税均等割  3.3   1.6

のれん償却額   11.4   5.8

減価償却超過額   △1.6   0.0

評価性引当額  △7.2   △4.1

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正  19.5   △0.3

その他  △3.2   2.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率  63.7   43.6

（企業結合等関係）
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資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの 

イ  当該資産除去債務の概要 

  事務所等の不動産賃貸契約に伴う現状回復工事義務、及び当グループが保有するデータセンターに設置している

消防設備に充てんされているハロンガスの除却義務等であります   

ロ  当該資産除去債務の金額の算定方法 

  使用見込期間は各資産の取得日から最長58年、最短3年と見積り、割引率は0.3％から2.4％を使用して資産除去

債務の金額を計算しております。   

ハ  当該資産除去債務の総額の増減 

  

（資産除去債務関係）

  
前連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

期首残高 百万円 2,604 百万円 2,482

有形固定資産の取得に伴う増加額  82  81

時の経過による調整額  74  54

資産除去債務の履行による減少額  △184  △64

その他増減額（△は減少）  △96  △8

期末残高  2,482  2,545
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１．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、取締役会が、経営

資源配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

  当連結会計年度より、セグメント資産を開示しております。これは、二次中期経営計画の重点項目である

「サービス化の推進」達成のために先行投資が増加する傾向にあり、セグメント別の資産管理の重要性が高ま

っているためであります。 

  なお、前連結会計年度のセグメント情報は、セグメント資産を含めて作成したものを開示しております。 

  

当社グループは、サービス別及び顧客・マーケット別の観点より「ＩＴインフラストラクチャーサービス」、

「金融ＩＴサービス」及び「産業ＩＴサービス」の３つで構成されております。 

  

（ＩＴインフラストラクチャーサービス） 

データセンター等の大型IT設備を用いて、自社の管理のもとにコンピュータユーティリティあるいは運用

サービスを提供しております。 

（金融ＩＴサービス） 

金融業界に特化したビジネスノウハウとＩＴをベースとして、業務のＩＴ化及びＩＴによる業務運営を支

援する事業であります。 

（産業ＩＴサービス） 

金融業界以外の産業分野及び公共分野等のビジネスノウハウとＩＴをベースとして、業務のＩＴ化及び 

ＩＴによる業務運営を支援しております。 

  

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に

おける記載と概ね同一であります。 

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 

セグメント間の内部収益及び振替高は第三者間取引価格に基づいております。 

負債については事業セグメントに配分しておりません。 

  

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自平成23年４月１日 至平成24年３月31日）  

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  （百万円）

  

報告セグメント 

その他 

（注１） 
合計 

調整額 

（注２） 

  

連結財務諸

表計上額 

（注３） 

ＩＴインフラ 

ストラクチャー 

サービス 

金融ＩＴ 

サービス 

産業ＩＴ 

サービス 
計 

売上高    

外部顧客への売上高  109,234  69,659  141,862  320,755  6,661  327,417  －  327,417

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 2,123  440  7,603  10,167  9,572  19,740  △19,740  －

計  111,358  70,099  149,466  330,923  16,234  347,157  △19,740  327,417

セグメント利益  8,049  4,534  2,658  15,242  2,277  17,520  △1,898  15,621

セグメント資産  53,457  6,036  22,494  81,988  16,865  98,853  211,149  310,003

その他の項目    

減価償却費  3,961  2,572  5,499  12,033  722  12,755  △9  12,745
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（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、リース事業等を含んでおり

ます。    

   ２．調整額は以下のとおりであります。 

(1)セグメント利益の調整額△1,898百万円には、のれんの償却額△1,773百万円、未実現利益の消去額

113百万円等が含まれております。 

(2)セグメント資産の調整額211,149百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産等でありま

す。 

(3)減価償却費の調整額は、セグメント間の連結調整の影響額であります。 

   ３．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。  

  

当連結会計年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日）  

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、リース事業等を含んでおり

ます。 

   ２．調整額は以下のとおりであります。 

(1)セグメント利益の調整額△2,097百万円には、のれんの償却額△1,724百万円、未実現利益の 消去額

△158百万円等が含まれております。 

(2)セグメント資産の調整額206,213百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産等でありま

す。 

(3)減価償却費の調整額は、セグメント間の連結調整の影響額であります。 

   ３．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。  

  

  

  （百万円）

  

報告セグメント 

その他 

（注１） 
合計 

調整額 

（注２） 

  

連結財務諸

表計上額 

（注３） 

ＩＴインフラ 

ストラクチャー 

サービス 

金融ＩＴ 

サービス 

産業ＩＴ 

サービス 
計 

売上高    

外部顧客への売上高  110,076  70,994  149,565  330,637  7,196  337,834  －  337,834

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 2,589  504  6,123  9,217  9,035  18,253  △18,253  －

計  112,666  71,499  155,689  339,855  16,232  356,087  △18,253  337,834

セグメント利益  7,101  6,021  4,992  18,115  2,153  20,269  △2,097  18,171

セグメント資産  52,632  5,315  21,852  79,800  16,287  96,088  206,213  302,302

その他の項目    

減価償却費  3,992  2,448  5,610  12,051  866  12,917  2  12,920
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前連結会計年度（自平成23年４月１日  至平成24年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

（百万円）

  

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。  

  

(2）有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しております。 

   

当連結会計年度（自平成24年４月１日  至平成25年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

（百万円）

  

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。  

  

(2）有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しております。 

   

前連結会計年度（自平成23年４月１日  至平成24年３月31日） 

（百万円）

  

当連結会計年度（自平成24年４月１日  至平成25年３月31日） 

（百万円）

  

【関連情報】

  

ＩＴインフラ 

ストラクチャー 

サービス 

金融ＩＴ 

サービス 

産業ＩＴ 

サービス 
その他 合計 

外部顧客への売上高  109,234  69,659  141,862  6,661  327,417

  

ＩＴインフラ 

ストラクチャー 

サービス 

金融ＩＴ 

サービス 

産業ＩＴ 

サービス 
その他 合計 

外部顧客への売上高  110,076  70,994  149,565  7,196  337,834

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

  

ＩＴインフラ 

ストラクチャー 

サービス 

金融ＩＴ 

サービス 

産業ＩＴ 

サービス 
その他 全社・消去 合計 

減損損失  51 282 67 35  329 766

  

ＩＴインフラ 

ストラクチャー 

サービス 

金融ＩＴ 

サービス 

産業ＩＴ 

サービス 
その他 全社・消去 合計 

減損損失  311 66 91 483  569 1,523
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前連結会計年度（自平成23年４月１日  至平成24年３月31日） 

（百万円）

  

なお、平成22年４月１日前に行われた子会社の企業結合により発生した負ののれんの償却額及び未償却残高は、

以下のとおりであります。  

（百万円）

  

当連結会計年度（自平成24年４月１日  至平成25年３月31日） 

（百万円）

  

なお、平成22年４月１日前に行われた子会社の企業結合により発生した負ののれんの償却額及び未償却残高は、

以下のとおりであります。  

（百万円）

  

該当事項はありません。 

  

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

  

ＩＴインフラ 

ストラクチャー 

サービス 

金融ＩＴ 

サービス 

産業ＩＴ 

サービス 
その他 全社・消去 合計 

当期償却額  1,177 395 309 －  － 1,882

当期末残高  2,175 1,096 400 －  － 3,672

  

ＩＴインフラ 

ストラクチャー 

サービス 

金融ＩＴ 

サービス 

産業ＩＴ 

サービス 
その他 全社・消去 合計 

当期償却額  － － － －  70 70

当期末残高  － － － －  200 200

  

ＩＴインフラ 

ストラクチャー 

サービス 

金融ＩＴ 

サービス 

産業ＩＴ 

サービス 
その他 全社・消去 合計 

当期償却額  1,177 395 168 －  － 1,741

当期末残高  997 700 215 －  － 1,914

  

ＩＴインフラ 

ストラクチャー 

サービス 

金融ＩＴ 

サービス 

産業ＩＴ 

サービス 
その他 全社・消去 合計 

当期償却額  － － － －  70 70

当期末残高  － － － －  129 129

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】
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前連結会計年度（自平成23年４月１日 至平成24年３月31日） 

  

 関連当事者との取引 

(1)連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

  記載すべき重要な取引はありません。 

  

(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

（注）１．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

   ２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

     不動産の売却価額については、対象不動産と類似した取引事例を中心に収集し、多くの取引事例を 

     基礎に求められた比準価格を参考に決定しております。  

   ３．取引条件及び取引条件の決定方針等 

     ソフトウェア開発の受託については、一般の取引条件と同様に決定しております。 

  

  

当連結会計年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日） 

  

 関連当事者との取引 

(1)連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

  記載すべき重要な取引はありません。 

  

(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引 

  記載すべき重要な取引はありません。 

  

【関連当事者情報】

種類 

会社等の

名称又は

氏名 

所在地 

資本金又

は出資金

(百万円) 

事業の内

容又は職

業 

議決権等の

所有（被所

有）割合

（％） 

関連当事

者との関

係 

取引の内

容 

取引金額

(百万円) 
科目 

期末残高

(百万円)

役員  岡本 晋 ― ― 

当社代表

取締役社

長 

(被所有) 

直接 0.1 

間接 0.0 

不動産の

売却 

不動産の

売却 

(注)2 

 70 ― ― 

役員及び

その近親

者が議決

権の過半

数を所有

している

会社等 

㈱京葉 
千葉県 

香取市 
 10

ソフトウ

ェア開発
― 

ソフトウ

ェア開発

の受託 

ソフトウ

ェア開発

の受託

(注)3 

 116 売掛金  14
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（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。 

  

該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報）

  
前連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

１株当たり純資産額  円 1,636.72 円 1,714.88

１株当たり当期純利益金額 円 24.33 円 66.86

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 円 24.33 円 66.83

  
前連結会計年度 

(自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額    

当期純利益金額(百万円)   2,135  5,868

普通株主に帰属しない金額(百万円)  －  －

普通株式に係る当期純利益(百万円)  2,135  5,868

普通株式の期中平均株式数(千株)  87,773  87,771

     

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額    

当期純利益調整額(百万円)  △0  △3

（うち連結子会社の潜在株式による調

整額（百万円）） 
 (△0)  (△3)

普通株式増加数（千株）  －  －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益金額の算定に含め

なかった潜在株式の概要 

 連結子会社発行の新株予約権６

種類（新株予約権の個数

個） 

2,791.5

 連結子会社発行の新株予約権４

種類（新株予約権の個数

個） 

1,989.0

（重要な後発事象）
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（注）（ ）内書は、１年以内の償還予定額であります。 

  

  

 （注）１ 「平均利率」については、借入金等の当期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における返済予定

額は以下のとおりであります。 

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結会

計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定に

より記載を省略しております。 

  

⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
当期首残高
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

利率 
（％） 担保 償還期限

オーテック㈱ 第２回普通社債 
平成21年 
９月30日 

 100

(100)
－  0.84 なし 

平成24年 
９月28日 

合計 － － 
 100

(100)
－ － － － 

【借入金等明細表】

区分 
当期首残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率
（％） 

返済期限 

短期借入金  4,882  808  0.78 － 

１年以内に返済予定の長期借入金  18,244  32,073  0.87 － 

１年以内に返済予定のリース債務  2,566  2,669  2.41 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）  53,288  27,668  0.84 平成26年～29年 

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）  4,723  5,501  2.04 平成26年～33年 

その他有利子負債   －  －  － － 

合計  83,705  68,722  － － 

  
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金  12,070  8,877  5,495  1,225

リース債務  2,099  1,643  1,139  468

【資産除去債務明細表】
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当連結会計年度における四半期情報等 

  

  

（２）【その他】

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度 

売上高 (百万円) 72,620 162,523  236,112  337,834

税金等調整前四半期（当期）

純利益金額又は税金等調整前

四半期純損失金額（△） 

(百万円) 

△143 6,215  5,635  11,185

四半期（当期）純利益金額又

は四半期純損失金額（△） 

(百万円) 

△453 3,019  2,671  5,868

１株当たり四半期（当期）純

利益金額又は１株当たり四半

期純損失金額（△） (円) 

△5.17 34.40  30.43  66.86

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 

１株当たり四半期純利益金額

又は１株当たり四半期純損失

金額（△） (円) 

△5.17 39.57  △3.97  36.43
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２【財務諸表等】 
（１）【財務諸表】 
①【貸借対照表】 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当事業年度 
(平成25年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 241 1,362

原材料及び貯蔵品 0 0

前払費用 23 23

繰延税金資産 44 69

関係会社短期貸付金 ※2  1,270 ※2  1,300

その他 140 44

流動資産合計 1,719 2,800

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 361 336

工具、器具及び備品（純額） 103 62

リース資産（純額） 44 30

その他（純額） 6 4

有形固定資産合計 ※1  515 ※1  435

無形固定資産   

ソフトウエア 39 26

ソフトウエア仮勘定 481 680

無形固定資産合計 521 707

投資その他の資産   

関係会社株式 158,015 156,293

関係会社長期貸付金 ※2  1,700 ※2  1,600

長期前払費用 11 4

差入保証金 1,874 1,867

その他 0 0

投資その他の資産合計 161,601 159,766

固定資産合計 162,638 160,908

資産合計 164,358 163,708
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当事業年度 
(平成25年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

短期借入金 2,600 13,748

関係会社短期借入金 4,010 5,050

リース債務 14 15

未払金 44 －

未払費用 145 208

未払法人税等 88 96

預り金 11 12

その他 36 69

流動負債合計 6,950 19,200

固定負債   

長期借入金 15,000 3,878

関係会社長期借入金 300 －

リース債務 33 18

長期預り金 1,639 1,639

固定負債合計 16,973 5,536

負債合計 23,923 24,736

純資産の部   

株主資本   

資本金 10,001 10,001

資本剰余金   

資本準備金 4,111 4,111

その他資本剰余金 123,394 121,886

資本剰余金合計 127,506 125,998

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 2,952 3,000

利益剰余金合計 2,952 3,000

自己株式 △25 △27

株主資本合計 140,434 138,971

純資産合計 140,434 138,971

負債純資産合計 164,358 163,708
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②【損益計算書】 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

営業収益   

関係会社受取配当金 ※1  1,672 ※1  1,626

経営管理料 ※1  2,320 ※1  2,248

営業収益合計 3,992 3,874

営業費用   

販売費及び一般管理費 ※2  1,163 ※2  1,109

営業費用合計 1,163 1,109

営業利益 2,829 2,765

営業外収益   

受取利息 ※1  33 ※1  31

その他 0 8

営業外収益合計 34 39

営業外費用   

支払利息 ※1  171 ※1  159

その他 10 11

営業外費用合計 182 170

経常利益 2,681 2,634

特別利益   

関係会社清算益 － 15

特別利益合計 － 15

特別損失   

構造改革費用 129 －

特別損失合計 129 －

税引前当期純利益 2,551 2,649

法人税、住民税及び事業税 405 432

法人税等調整額 △41 △24

法人税等合計 363 407

当期純利益 2,187 2,241
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③【株主資本等変動計算書】 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 10,001 10,001

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 10,001 10,001

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 4,111 4,111

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,111 4,111

その他資本剰余金   

当期首残高 123,394 123,394

当期変動額   

自己株式の処分 △0 △0

分割型の会社分割による減少 － △1,508

当期変動額合計 △0 △1,508

当期末残高 123,394 121,886

資本剰余金合計   

当期首残高 127,506 127,506

当期変動額   

自己株式の処分 △0 △0

分割型の会社分割による減少 － △1,508

当期変動額合計 △0 △1,508

当期末残高 127,506 125,998

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

当期首残高 2,520 2,952

当期変動額   

剰余金の配当 △1,755 △2,194

当期純利益 2,187 2,241

当期変動額合計 432 47

当期末残高 2,952 3,000

利益剰余金合計   

当期首残高 2,520 2,952

当期変動額   

剰余金の配当 △1,755 △2,194

当期純利益 2,187 2,241

当期変動額合計 432 47

当期末残高 2,952 3,000
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

自己株式   

当期首残高 △24 △25

当期変動額   

自己株式の取得 △1 △2

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 △1 △2

当期末残高 △25 △27

株主資本合計   

当期首残高 140,003 140,434

当期変動額   

剰余金の配当 △1,755 △2,194

当期純利益 2,187 2,241

自己株式の取得 △1 △2

自己株式の処分 0 0

分割型の会社分割による減少 － △1,508

当期変動額合計 431 △1,462

当期末残高 140,434 138,971

純資産合計   

当期首残高 140,003 140,434

当期変動額   

剰余金の配当 △1,755 △2,194

当期純利益 2,187 2,241

自己株式の取得 △1 △2

自己株式の処分 0 0

分割型の会社分割による減少 － △1,508

当期変動額合計 431 △1,462

当期末残高 140,434 138,971
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１．有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式 

 移動平均法による原価法  

２．固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産（リース資産を除く） 

①建物 

 定額法  

②工具、器具及び備品 

 定率法 

（2）無形固定資産 

定額法 

 なお、自社利用目的のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によっ

ております。 

（3）リース資産 

工具、器具及び備品 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

３．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

 税抜方式によっております。 

  

（減価償却方法の変更） 

 当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産について、改

正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

  

【注記事項】

(重要な会計方針)

(会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更)
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※１ 有形固定資産の減価償却累計額は次のとおりであります。 

  

※２ 関係会社項目 

 当社は子会社11社と資金の集中・配分等のサービスに関する基本契約（以下、ＣＭＳ）を締結し、ＣＭＳによる

貸付限度額を設定しております。これら契約に基づく当事業年度末の貸付実行残高は次のとおりであります。 

  

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。 

  

※２ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

 なお、全て一般管理費であります。 

（貸借対照表関係）

  
前事業年度 

（平成24年３月31日） 
当事業年度 

（平成25年３月31日） 

減価償却累計額 百万円55 百万円135

  
前事業年度 

（平成24年３月31日） 
当事業年度 

（平成25年３月31日） 

ＣＭＳによる貸付限度額の総額 百万円15,400 百万円15,350

貸付実行残高  2,970  2,900

差引貸付未実行残高  12,430  12,450

（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

関係会社からの営業収入            

 関係会社受取配当金 百万円1,672   百万円1,626

 経営管理料  2,320    2,248

関係会社からの営業外収益       

 受取利息  33    31

関係会社への営業外費用       

 支払利息  62    39

前事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

 給料手当 百万円365   百万円351

 役員報酬  260    281

 支払手数料  171    245

 減価償却費  52    93

 賞与  59    63

 賃借料  125    49
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前事業年度（自平成23年４月１日 至平成24年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１ 普通株式の自己株式の株式数の増加 株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

   ２ 普通株式の自己株式び株式数の減少 株は、単元未満株式の売り渡しによる減少であります。 

  

当事業年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１ 普通株式の自己株式の株式数の増加 株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

   ２ 普通株式の自己株式び株式数の減少 株は、単元未満株式の売り渡しによる減少であります。 

  

（借主側） 

１．ファイナンス・リース取引 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

①  リース資産の内容 

有形固定資産 

東京本社における建物であります。 

②  リース資産の減価償却の方法 

重要な会計方針「２．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。 

  

２．オペレーティング・リース取引 

  オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 

  

（株主資本等変動計算書関係）

  
当事業年度期首株式数 

（株） 
当事業年度増加株式数 

（株） 
当事業年度減少株式数 

（株） 
当事業年度末株式数 

（株） 

普通株式（注）  15,385  1,610  113  16,882

合計  15,385  1,610  113  16,882

1,610

113

  
当事業年度期首株式数 

（株） 
当事業年度増加株式数 

（株） 
当事業年度減少株式数 

（株） 
当事業年度末株式数 

（株） 

普通株式（注）  16,882  2,208  44  19,046

合計  16,882  2,208  44  19,046

2,208

44

（リース取引関係）

  （単位：百万円）

  
前事業年度 

（平成24年３月31日） 
当事業年度 

（平成25年３月31日） 

１年内 1,467  2,501

１年超 21,264  18,762

合計 22,731  21,264
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子会社株式及び関連会社株式 

前事業年度（平成24年３月31日） 

  

当事業年度（平成25年３月31日） 

  

（注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額 

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「子会社

株式」には含めておりません。 
  
  

（有価証券関係）

区分 
貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式  4,978  3,908  △1,069

合計  4,978  3,908  △1,069

区分 
貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式  4,978  4,539  △438

合計  4,978  4,539  △438

  （単位：百万円）

区分  
前事業年度 

（平成24年３月31日） 
当事業年度 

（平成25年３月31日） 

子会社株式 153,036  151,315
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１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった
主要な項目別の内訳 

   

該当事項はありません。 

  

（税効果会計関係）

  
前事業年度 

（平成24年３月31日）
当事業年度 

（平成25年３月31日） 

繰延税金資産  

未払事業税 百万円27  百万円26

関係会社株式評価損  598   598

資産除去債務  －   3

未払費用否認額  15   41

その他  2   1

繰延税金資産小計  644   671

評価性引当額  △599   △602

繰延税金資産合計  44   69

  
前事業年度 

（平成24年３月31日）
当事業年度 

（平成25年３月31日） 

法定実効税率 ％ 40.7  ％ 38.0

（調整）      

交際費等永久に損金に算入されない項目  0.1   0.1

受取配当金等永久に益金に算入されない項目  △26.3   △23.1

住民税均等割  0.1   0.1

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正  0.1   －

評価性引当額  △0.4   0.1

その他  0.0   △0.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率  14.3   15.4

（企業結合等関係）
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 （注）１．当事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。なお、前事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。  

  

該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報）

  
前事業年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 1,599.99 円 1,583.36

１株当たり当期純利益金額 円 24.93 円 25.54

  
前事業年度 

(自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額    

当期純利益金額(百万円)  2,187  2,241

普通株主に帰属しない金額(百万円)  －  －

普通株式に係る当期純利益(百万円)  2,187  2,241

普通株式の期中平均株式数(千株)  87,773  87,771

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益金額の算定に含め

なかった潜在株式の概要 

――――――― ――――――― 

（重要な後発事象）
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該当事項がないため、記載を省略しております。  

  

 （注） 有形固定資産及び無形固定資産の金額がそれぞれ資産の総額の１％以下であるため「当期首残高」、「当期増

加額」及び「当期減少額」の記載を省略しております。 

  

該当事項がないため、記載を省略しております。  

  

④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【有形固定資産等明細表】

資産の種類 当期首残高 
（百万円） 

当期増加額
（百万円） 

当期減少額
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高（百万円） 

有形固定資産    

建物  － － － 367  30  24  336

工具、器具及び備品  － － － 114  52  40  62

リース資産  － － － 80  49  13  30

その他  － － － 7  3  1  4

有形固定資産計  － － － 570  135  80  435

無形固定資産    

ソフトウェア  － － － 63  36  12  26

ソフトウェア仮勘定  － － － 680  －  －  680

無形固定資産計  － － － 743  36  12  707

長期前払費用  22 － － 22  17  6  4

【引当金明細表】
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資産の部 

① 現金及び預金 

② 原材料及び貯蔵品 

③ 関係会社株式 

負債の部 

短期借入金 

※１ シンジケートローンの構成は12社です。 

（２）【主な資産及び負債の内容】

区分 金額（百万円） 

現金  －

預金の種類   

当座預金  424

普通預金  937

別段預金  0

定期預金  0

計  1,362

合計  1,362

品名 金額（百万円） 

原材料  0

貯蔵品   

 用度品他雑品  0

合計  0

会社名 金額（百万円） 

ＴＩＳ(株)  79,453

(株)インテック  57,320

クオリカ(株)  8,395

(株)アグレックス  4,978

その他  6,145

合計  156,293

区分 金額（百万円） 

シンジケートローン ※１ 

（幹事：㈱三菱東京ＵＦＪ銀行）  
 10,000

㈱みずほコーポレート銀行   2,250

㈱三井住友銀行  1,250

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行  248

合計  13,748
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 該当事項はありません。 

  

  

（３）【その他】

2013/06/20 15:09:0412875007_有価証券報告書_20130620150808

- 103 -



 （注） 当社の単元未満株主は、以下に掲げる権利以外の権利を行使することができない旨を定款に定めております。

(1）会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

(2）取得請求権付株式の取得を請求する権利 

(3）株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利 

(4）その有する単元株式数の買増しを請求する権利 

第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

剰余金の配当の基準日 ３月31日、９月30日 

１単元の株式数 100株 

単元未満株式の買取り・売渡し   

取扱場所 

  

(特別口座)  

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 

  

(特別口座)  

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所   － 

買取・売渡手数料 無料 

公告掲載方法 

当社の公告は、電子公告により行う。ただし、電子公告によることができ

ない事故その他のやむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載

する方法により行う。 

公告掲載ＵＲＬ http://www.itholdings.co.jp/pn/  

株主に対する特典 該当事項はありません。 
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  当社は、親会社等はありません。 

  当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書 

事業年度（第４期）（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）平成24年６月27日関東財務局長に提出 

(2) 内部統制報告書及びその添付書類 

平成24年６月27日関東財務局長に提出 

  (3) 四半期報告書及び確認書 

（第５期第１四半期）（自 平成24年４月１日 至 平成24年６月30日）平成24年８月９日関東財務局長に提出

（第５期第２四半期）（自 平成24年７月１日 至 平成24年９月30日）平成24年11月８日関東財務局長に提出

（第５期第３四半期）（自 平成24年10月１日 至 平成24年12月31日）平成25年２月12日関東財務局長に提出

(4) 臨時報告書 

平成24年６月28日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨

時報告書であります。 

       

第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

２【その他の参考情報】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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＜財務諸表監査＞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるＩＴホールディングス株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すな

わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計

算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。 

  

連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。 

 監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  

監査意見 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＩＴ

ホールディングス株式会社及び連結子会社の平成25年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 

   
平成25年６月19日 

ＩＴホールディングス株式会社   

  取締役会 御中       

  新日本有限責任監査法人   

  
指定有限責任社員

業務執行社員 
  公認会計士 大山  修  印 

  
指定有限責任社員

業務執行社員 
  公認会計士 大村 啓三  印 

  
指定有限責任社員

業務執行社員 
  公認会計士 善方 正義  印 
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＜内部統制監査＞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、ＩＴホールディングス株式会

社の平成25年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。 

  

内部統制報告書に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。 

 なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。 

 内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。 

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  

監査意見 

 当監査法人は、ＩＴホールディングス株式会社が平成25年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示

した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠

して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  
 （※）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。 

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて
いるＩＴホールディングス株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第５期事業年度の財務諸表、すなわ
ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行
った。 
  
財務諸表に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示
することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が
必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
  
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに
ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、
当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに
基づき監査を実施することを求めている。 
 監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査
法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務
諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。
また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と
しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 
  
監査意見 
 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＩＴホー
ルディングス株式会社の平成25年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。 
  
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以 上 
  

独立監査人の監査報告書 

  平成25年６月19日 

ＩＴホールディングス株式会社   

  取締役会 御中       

  新日本有限責任監査法人   

  
指定有限責任社員

業務執行社員 
  公認会計士 大山  修  印 

  
指定有限責任社員

業務執行社員 
  公認会計士 大村 啓三  印 

  
指定有限責任社員

業務執行社員 
  公認会計士 善方 正義  印 

 （※）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提
出会社）が別途保管しております。 

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 

2013/06/20 15:09:0412875007_有価証券報告書_20130620150808



【表紙】

【提出書類】 内部統制報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成25年６月26日 

【会社名】 ＩＴホールディングス株式会社 

【英訳名】 IT Holdings Corporation 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  前西 規夫 

【最高財務責任者の役職氏名】  該当する事項はありません。 

【本店の所在の場所】   東京都新宿区西新宿８丁目17番１号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所  

  （東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

    

    

2013/06/20 15:09:0412875007_有価証券報告書_20130620150808



 代表取締役社長である前西規夫は、当社の財務報告に係る内部統制の整備及び運用に責任を有しており、企業会計

審議会の公表した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る内部統制の評価及び監査に

関する実施基準の設定について（意見書）」に示されている内部統制の基本的枠組みに準拠して財務報告に係る内部

統制を整備及び運用しております。  

 なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その目的を合理

的な範囲で達成しようとするものであるため、財務報告に係る虚偽の記載を完全には防止又は発見することができな

い可能性があります。  

    

  

 当社は、事業年度末日である平成25年３月31日を基準日として、財務報告に係る内部統制の評価を行いました。評

価に当たっては、わが国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠しており

ます。 

 当社は、財務報告に係る内部統制の評価にあたって、全社的な内部統制の整備及び運用状況を評価し、その結果を

踏まえて、評価対象となる内部統制の範囲内にある業務プロセスを分析した上で、財務報告の信頼性に重要な影響を

及ぼす統制上の要点を選定し、当該統制上の要点について、内部統制の基本的要素が機能しているかの評価を行いま

した。 

 財務報告に係る内部統制の有効性の評価の範囲については、財務報告に対する金額的及び質的影響の重要性を考慮

し、必要と認められる範囲を選定しております。 

 全社的な内部統制及び決算・財務報告プロセスの評価の範囲は、原則として連結財務諸表の連結消去後売上高の概

ね95％を占める事業拠点と致しました。 

 全社的な観点で評価することが適切と考えられる決算・財務報告プロセス以外で当社の事業目的に大きく関わる勘

定科目に至る業務プロセスについては、全社的な内部統制の評価結果を踏まえ、連結財務諸表における連結消去後売

上高の概ね2/3を占める事業拠点と売上高における重要性の高い事業拠点を合理的に選定しております。 

 当社の事業目的に大きく関わる勘定科目としては、売上高、売掛金及び棚卸資産を選定しております。また、財務

報告への影響が大きいと判断した重要性の高い特定の取引又は事象については、全事業拠点から個別に選定し評価対

象としております。 

  

  

 上記の財務報告に係る内部統制の評価手続を実施した結果、平成25年３月31日現在の当社の財務報告に係る内部統

制は有効であると判断致しました。 

  

  

  該当事項はありません。 

  

  該当事項はありません。 

  

１【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

２【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

３【評価結果に関する事項】

４【付記事項】

５【特記事項】
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